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本日は、子どもの食支援の現状というテーマでお

話をさせていただきたいと思います。よろしくお願

いいたします。 

目次ですが、最初にまず私の略歴から、その後に

全国的なこどもの居場所づくりのお話、その次が埼

玉県内のフードパントリーの状況、その後に事例紹

介を2つ挟みまして、最後に埼玉県戸田市の行政の取

り組みをご紹介させていただいて、最後にまとめと

いう形で進めたいと思います。 

私ですが、佐藤匡史と申します。埼玉県川口市に

住んでおります。プライベートの活動で川口こども

食堂の代表と、あとは、埼玉県のこどもの居場所づ

くりアドバイザー、日本こどもの居場所ネットワー

ク埼玉支部という、子ども食堂やフードパントリー

の横の連携を作るネットワークの事務局をさせてい

ただいております。 

それでは、全国的なこどもの居場所づくりの現状

のお話をさせていただきたいと思います。こちらは、

NPO法人のむすびえさんにヒアリングをさせていた

だきました内容を基に作成しております。まずコロ

ナ前の状況としては、もともと2008年のリーマンシ

ョックから2011年の東日本大震災を経験してきて、

その後に皆で一緒に集まって食事をする共食型の居

場所というカテゴリーの活動が誕生しました。それ

が、いわゆる子ども食堂というふうに呼ばれている

ものです。その後に、母子家庭の平均年収が181万円

という、厚労省から発表された非常にショッキング

なデータが世の中に出回ったのが2015年です。それ

以降そういった流れが端緒になって、子ども食堂が

爆発的に広がっていったという流れがありました。

2019年の段階で3,700カ所となり、食材の無償提供を

行うフードパントリーの活動も埼玉県内で活発にな

ってきたという大きな流れがございました。その直

後に新型コロナの影響が出まして、状況が一変して

しまったということです。 

コロナ後の状況としては、2020年の2月の段階で大

多数の子ども食堂が活動休止に追い込まれてしまい

ました。その後、緊急事態宣言の終了後に一部の子

ども食堂が活動を再開し始めています。2020年の秋

の段階で、子ども食堂の約半数が再開のめどが立た

ずという状況になっております。この状況は実は今

も続いています。 

大きく言いますと、既に再開しているのが約2割、

10月から再開予定が6％で、合わせて約3割の子ども

食堂が再開予定ということで、残り7割は再開ができ

ていないということです。感染予防対策が非常に難

しいという声が約半数あって、資金の不足、食材の

不足と続いております。 

子ども食堂の開催状況ですが、現状はお弁当の配

布や食材等の配布、いわゆるフードパントリーとい

う活動が大半を占めていて、従来型のみんなで集ま

ってみんなで一緒に食べる子ども食堂の形というの

は非常に少なくなってきております。一部でそうい

う活動を今も続けられている所はございますが、そ

ちらは後ほど事例紹介の所でお伝えしたいと思いま

す。 

子ども食堂の活動費用については、月額で大体今

まで1万円以下から多くても1万5,000円ぐらいで開

催できていたと思うのですが、フードパントリーや、

デリバリー、テイクアウト式になった場合、プラス

チック容器とか、あるいは食材そのものを購入する

費用が追加で嵩んできますので、1回当たり5万円か

ら下手をすると10万円というような、そういう所も

出てきていて、経済的負担が重くのし掛かってきて

いるということです。 

子ども食堂の困り事の部分で一番大きいのは感染

予防の対策が非常に難しいということで、ボランテ

ィアさんも、あるいは利用者さんも、両方含めた予

防対策というのは非常に困難で、結果的に開催する

のが難しいという結論になる流れになっております。

それに続いて、資金の不足であったり、人の不足で

あったりということです。 

次に、フードパントリーの流れをざっと説明させ

ていただきます。実は、ここは後ほど埼玉県の方か

らも詳しいお話を頂きますので、私のほうはさらっ

と説明するにとどめさせていただきます。埼玉県内

では2018年後半から食材の無償提供の活動というの

が広がってまいりました。主には、フードバンク埼

玉さん、セカンドハーベスト・ジャパンさん、埼玉

県からのご支援によって、さまざまな食材と生活消

耗品を利用者の方にお渡しするような、そういう活

動が広まってきています。 
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こちらは、フードパントリー開催当日の様子です。

左のほうが越谷、右のほうが加須の様子です。埼玉

フードパントリーネットワークさんは、非常に広範

囲にフードパントリーの拠点をお持ちで、現状は41

カ所と伺っております。中間拠点が6カ所ありまして、

セカンドハーベスト・ジャパンの埼玉拠点から中間

拠点に食材をいったん配送して、そこからフードパ

ントリーの各拠点に再配送する、そういう仕組みを

作っていらっしゃいます。 

現状の課題として幾つかありまして、まず保管場

所をなかなか充実するのが難しい。現状は中間拠点

は6カ所あって、活動の拡大に伴って保管場所も大幅

に今後不足してくるということが予想されます。運

送網、物流網の不足に関しても非常に深刻な状況に

なりつつあって、現状は首都圏物流さんや、もう1社

の運送会社さんが、ボランティアで運送の一部を支

援されています。今後フードパントリーの拠点が41

カ所からさらに50カ所に近づいていくに連れ、こう

いった物流網というのは非常に構築が難しくなって

くるところが、現状の課題と伺っております。こち

らは越谷の中間拠点の倉庫のお写真となります。 

次に事例紹介です。こちらは、ハピママメーカー

プロジェクトという埼玉県の川口市西川口付近で開

催されている、夜のお仕事をされているシングルマ

ザーの家庭向けの支援の様子です。こちらは毎月1回

開催していて、40から50世帯分の物資を毎回調達、

配布されているという状況です。1回当たりの費用が

約3万円程度かかっており、今後は毎月開催するのは

なかなか難しいかもしれないという話が出てきてい

ます。隔月にして、そのうちの1回はコミュニティー

カフェの開催回という形で、それを交互に実施する

という工夫がなされています。ここも、本当は毎月

どころか2週間に1回、できることなら毎週やりたい

という気持ちなのですが、食材の安定的な供給、あ

るいはボランティアさんの時間的な負担も考えると

なかなか難しい。それに加えて、物資の安定調達、

あとは物資配送のためのガソリン代とか、保管庫の

確保というのが、今後の課題になってくると言われ

ております。 

もう1つの事例紹介は、福岡県の糸島市という所の

糸島子ども食堂ほっこりさんという、学生の方が運

営している学生子ども食堂の様子です。こちらは今、

コロナ禍の状況に入った後も、みんなで集まってみ

んなで食事をする子ども食堂を継続しておられる非

常に数少ない事例として紹介させていただきました。 

現状と課題についての、食品調達で困り事はない

かというところに関しては、こまめな情報公開や大

学生の頑張りを理解・支援してくださる方のおかげ

で、開催が今のところ何とか継続できている。公共

施設あごらは公民館のような施設ですが、そこも現

状利用できている。人数制限があるものの使用は何

とか可能になっている理由は、運営する大人のスタ

ッフの方がサポートをされていて、行政も非常に理

解のあるスタンスを取られていらっしゃるという点

で、現状のコロナ禍でも一定の制約の中で利用が可

能になっています。 

行政機関への要望としましては、公共施設の部屋

の利用料を何とか無償化してもらえないでしょうか

とか、あるいは政府備蓄米の活用の促進、市町村、

行政機関との連携促進をお願いしたいとか、あるい

はマッチングといった要望が上がっております。 

次は戸田市の行政の取り組みです。これは後ほど

資料をゆっくり見ていただければと思うのですが、

第三の居場所戸田拠点で行われているような貧困対

策プロジェクトを全国に先駆けて実施されていらっ

しゃるのが戸田市です。そういう流れが、以前から

あったということです。フードパントリーを2020年

5月に2日間実施され、380世帯がご利用されたとのこ

とで、これは、戸田市が市直営で実施された非常に

ユニークな活動ということです。こういうチラシを

配布されました。 

戸田市の副市長の内田貴之さんに取材をさせてい

ただきまして、2020年の3月まで埼玉県の福祉部少子

対策局付企画官として活躍しておられました。その

「役所といわゆる子ども食支援などの動きを支える

市民活動家との連携のコツは何でしょうか」という

質問をさせていただいたところ、もともと市民活動

家の方々というのは役所との温度差を感じているこ

とが非常にあるので、体温を共有することで信頼関

係が生まれるのではないかということでした。でき

るだけテンションを市民活動家の方と共有できるよ

うな、そういう動き方を推奨されていらっしゃいま

した。その中で「情報や、社会資源がつながるプラ

ットフォームを作っていくために、SNSもうまく活用

していくということが非常に有効だ」とおっしゃっ

ていました。「内田さんご自身はなぜそうした視点

が持てるのか」という質問に対しては、もともとPR

の専門家であるということで、人々が行動するため

の動機付けを促進する手法、それをより強固にする

コミュニケーション戦略というのを長く研究し実践

してきたからではないか、ということでした。行政

が最も後回しにしがちなコミュニケーションを最優

先タスクに位置付けるという発想でこれまでやって

来られたおかげで、いろいろなことが実現できたの

ではないかというふうに感じました。 

最後は、子どもの食支援の今後の課題に関してお

話しします。コロナ禍で見えてきた課題としては、

共食型の居場所支援から配布型の支援へとどうして

もトレンドが移らざるを得ないというところで、そ

れに伴うコスト増や負担増が顕著になってきていま

－　　－43



 

 

 

す。一方で、食支援が必要な世帯、お子さんの数は

急増しています。そういったことを踏まえて支援を

行うにあたっての課題が、幾つかあります。まず１

つ目は食材物資の安定調達、2つ目は保管手段、3つ

目は輸送手段です。この3つが、初期段階で非常によ

く見られる大きな課題です。その後活動を続けてい

くにつれ、事務局の運営、あるいは、拠点も1カ所の

活動拠点だけではどうしても不十分というところが

ありますので、その拠点を増やす。あるいは、それ

らをカバーしていく人的支援の人手のリソースとい

うのがどうしても必要になってくるというところを

今後見据えて、ネットワークづくりを促進していく

必要があると感じております。 

あともう1点、埼玉県立大学主催のネットワーク会

議についてです。定例会議を、ほぼ毎週Zoomで開催

しております。そちらのほうにフードバンク埼玉の

方や、地域包括支援センターさん、あるいは生協、

社協さんとか、そういった多くの関係者の方々にご

参加いただいて、ネットワークの促進をほぼ毎週実

施しております。 

私からの報告は、以上となります。どうもありが

とうございました。 

 
 

子どもの食支援の現状
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発表者略歴

佐藤 匡史 （さとう まさし）

 大阪市生まれ。埼玉県川口市内に在住

 立教大学経済学部卒業
 複数の外資系企業での人事・総務歴 約20年
 現在、食品ロス解消を行う（株）タベキフのプロジェクトマネージャー他

プライベートの活動
 川口こども食堂代表
 埼玉県こどもの居場所づくりアドバイザー
 学生こども食堂ネットワーク全国大会・事務局
 日本こどもの居場所ネットワーク埼玉支部・事務局
 ハピママメーカープロジェクト広報担当
 特定非営利活動法人チャイルド・ギフト 事務局⻑・広報担当

（児童の発達障害支援のNPO法人）

全国的な子どもの居場所作りの現状

コロナ前の状況

 2008年：リーマンショック（派遣切り・年越し派遣村）
 2011年：東日本大震災で「共にあることの価値」が高まる
 2012年：皆で集まり皆で食事をする「共食型居場所」が誕生
 2015年：生活困窮者⾃⽴⽀援法成⽴／⺟⼦家庭の平均年収181万円（厚労省）
 2016年以降「こども食堂」という通称で「共食型居場所」が全国各地に拡大
 2019年：

• 6月時点で3,718か所に
• この段階で、すでに2回目の開催ができない「こども食堂」が微増。2020年

以降は「続け方」が重要ポイントになるといわれ始めてきた
• ほぼ同時期に、食材の無償提供を行う「フードパントリー」の活動が埼玉

県内で始動（2018年9月より）
• その後、新型コロナの影響で状況が一変
※こども食堂、フードパントリー、学習⽀援などの活動を総称して
「こどもの居場所づくりの活動」などと呼ぶ

出典： NPO法人 全国こども食堂⽀援センター・むすびえの資料をもとに作成

コロナ後の状況

 2020年2月：大多数のこども食堂が活動休止に
 2020年6月：緊急事態宣言終了後に、一部のこども食堂が活動再開
 2020年11月時点でこども食堂の約半数が「再開のめど⽴たず」

⼦どもたちへの食事の提供をどの程度再開しているか聞いたところ、
▽「すでに再開」が24％
▽「10月から再開予定」が6％と、合わせて3割にとどまっている一方で、
▽「予定は⽴っていない」という回答は48％と半数近くにのぼり、前回（6月）

の調査から9ポイント増加。

困っていることを複数回答で聞いたところ、
▽「感染防止の対応が難しい」が最も多く50％
▽「資金の不足」が37％と続いたほか、
▽「食材の不足」が19％となりました。

出典： NHK放送／NPO法人 全国こども食堂⽀援センター・むすびえの資料をもとに作成
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こども食堂の開催状況（2020年9月時点）

出典： NPO法人 全国こども食堂⽀援センター・むすびえ提供

単位：軒 ※複数回答可

こども食堂の活動費用（月額）

出典： NPO法人 全国こども食堂⽀援センター・むすびえ提供

単位：軒

こども食堂での困りごと

出典： NPO法人 全国こども食堂⽀援センター・むすびえ提供

単位：軒 ※複数回答可

埼玉県内のフードパントリーの現状

埼玉県内で広がる子育て応援フードパントリー

出典： 埼玉フードパントリーネットワークHPから引用し一部加筆

2HJに加え、フードバンク埼玉、埼玉県、地元企業からも物資提供

フードパントリー開催当日の様子（越谷・加須）

出典： 埼玉フードパントリーネットワークHP
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埼玉フードパントリーネットワークの拠点図

出典： 埼玉フードパントリーネットワーク・草場代表より資料提供

現状の課題

 パントリー活動拠点が急増したことに伴う、安定的な食材調達の先行き不安
 2018年9月にせんげん台（越谷市：草場澄江代表）で始まったパントリー活

動が、2021年1月段階で41箇所に拡大予定
 現在は、①セカンドハーベストジャパン、②フードバンク埼玉、③埼玉県

による仲介、④地元企業からの寄付で運営

 保管場所の不足
 現状、保管場所（中間拠点）は計6か所
 活動拡大に伴い、保管場所も大幅に不足することが予想される

 運送網・物流網の不足
 現状は、株式会社首都圏物流、S社の2社が運送の一部を⽀援（限定的）
 今後、物流網が確実に不足

埼玉フードパントリーネットワーク代表の草場澄江氏に取材

中間拠点・保管倉庫の状況（越谷の中間拠点）

出典： 埼玉フードパントリーネットワーク・草場代表より資料提供

事例紹介①ハピママメーカープロジェクト（埼玉県川口市）

立ち上げの経緯と課題

• ⽴ち上げの経緯：夜職（ナイトクラブ・風俗業等）がコロナ禍の公的⽀援の対象外と
なったことを受けて活動発足（のちに公的⽀援対象外の問題は是正）

• 夜職経験者の⽯川祐一・菜摘夫妻が⻄川⼝を拠点に活動（川⼝市内の診療所内※）
※医療生協さいたまグループ・川⼝診療所

 課題：
 毎月開催（第１日曜日）。約40〜50世帯分の物資を集め、配布
 １回あたりの開催コストがかさむ（1回あたり約3万円）。寄付物資集めも容易では

ないため、継続性を持たせるため、2021年より開催形態を変更し、物資配布回と、
コミュニティカフェ開催回を交互に実施することを検討中（物資配布は隔月）

 物資の安定調達、物資配送のガソリン代・保管庫（ロジ）が課題

ハピママメーカープロジェクト・事務局の篠田 弘志氏に取材・同団体より資料提供

事例紹介②いとしまこども食堂ほっこり（福岡県糸島市）
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立ち上げの経緯と課題

 団体概要：
 いとしまこども食堂〜ほっこり〜
 2016年11月より福岡県糸島市を中心に活動
 こども達の「⾃律」と「⾃⽴」を⽀援・次世代育成と多世代ふれあいの場

 特徴：
 学生が主体となって運営する「学生こども食堂」
 コロナ禍でも従来型の「皆で集まり皆で食事をするこども食堂」を継続し

ている数少ない事例

いとしまこども食堂〜ほっこり〜の重久 夏帆 氏（九州大学 経済 4年）に取材・同団体より資料提供

現状と課題

食品調達で困り事はないか？
• フードバンクとは連携していないが、地域の方からのお米の提供、地元幼稚園からの野菜の⽀援、地元食品

会社からのたまご焼きの提供などが継続中。Twitterで繋がりを持てた人からの⽀援など、食品提供はコロナ
禍で逆に増えている。こまめな情報公開や大学生の頑張りを理解・⽀援してくださる方のおかげ。

公共施設（あごら）の利用について
• 糸島市の定める一般利用停止の期間は使用不可であったが、2020年6月からは、人数制限があるももの、使用

可能に。
• こども食堂は県（福岡県）の登録を受けている。
• 運営者はコロナ感染防止の研修を受講し、県のガイドライン17項目のうち、14項目クリア出来ている。
• 開催するにあたり責任を持って運営する大人のスタッフが居ることなどが許可要因。
• 食品衛生責任者の講習の受講・調理師資格を持つスタッフがいることで、食事提供も許可されている。
• 市、教育委員会、社会福祉協議会の後援があることも、開催許可を得ることができたポジティブ要因。

行政機関への要望
• 公共施設の部屋利用料の無償化。
• 現在、議論が進む政府備蓄米の活用の促進（譲る条件の緩和等）。
• こども食堂運営団体と、市町村行政機関との連携促進への協力。
• 食料は備品のマッチング（こども食堂運営団体と⽀援に理解してくださる個人・企業との橋渡し）促進。
• まずは、現場に足を運んで、現地を見ていただき、何かを感じて欲しい。

いとしまこども食堂〜ほっこり〜の重久 夏帆 氏（九州大学 経済 4年）に取材・同団体より資料提供

戸田市（行政）の取り組み

H30年度 ⼾⽥市⼦ども・⼦育て⽀援事業に関するニーズ調査実施
R 元年度 第２期⼾⽥市⼦ども・⼦育て⽀援事業計画策定（５ヵ年）
※本計画に、ひとり親等特に配慮を要する家庭への⼦育て・生活・学び・就業⽀援を位置づけた
➡ 市が係わる「⼦どもの居場所」（2か所）

■調査・計画

①第三の居場所⼾⽥拠点（ＮＰＯ法⼈委託）
日本財団が「家でも学校でもない、⼦どもの第三の居場所」として全国第

1号拠点して整備（H28.11⽉）。⼾⽥市に事業移管（R2.4⽉〜）され運営
をNPO法人へ委託。
❖ 登録者数 14人(学童保育室【小1〜小3】) 19人(学習⽀援【小4〜中3】)

②学習支援事業 L-Cafe（社会福祉法⼈委託）
学習環境に恵まれない小・中学生を対象として、学生ボランティアが個別

で学習の遅れや意欲をアシスト。運営は社会福祉法人へ委託。
❖ 登録者数 51人【小・中学生】

戸田市の子どもの貧困対策

出典： ⼾田市より資料提供

■市直営による緊急事態宣言に伴う緊急的な支援活動
“⼾⽥っ⼦の⾷︕応援団“フードパントリー

教育委員会とこども部門が連携
５⽉の2日間、市内６会場で

対象は児童扶養手当・就学援助受給者等
約３８０世帯が利⽤
災害備蓄品、給食食材活⽤市内企業
地元企業、フードバンクからも食品寄贈

職員によるフードドライブ実施

戸田市の子どもの貧困対策

出典： ⼾田市より資料提供

戸田市の子どもの貧困対策

出典： ⼾田市より資料提供
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行政（役所）職員が地域と関わるには （戸田市副市長）

Q1.  役所と⼦どもの食⽀援等の動きを⽀える市⺠活動家との連携のコツは？
A1. 
• 市⺠活動家の方々は、役所との温度差を常に感じていることを念頭に置く。
• 信頼関係ができないと何も進まない。体温を共有することで、信頼関係が生ま

れる。体温を共有できる役所の職員はまだ少ない。そのスキルを磨くべき。
• 「人とつながる」ことを仕事の最優先にする。多くの人の話を聞くことが肝要。
• 多様なステークホルダーの方々や、カネ、モノ、場所、ノウハウなどの社会資

源がつながる場（プラットフォーム）を作ることが重要。それさえできれば可
能性は無限にある。SNSもうまく活用する。

Q2.  内田さんご⾃身は、なぜそうした視点が持てるのか？
A2.

10年前、県庁のPR部門配属をきっかけに官⺠連携による社会課題の解決方法に
ついての研究をライフワークに。人々が行動するための「動機付け」を行う手法、
「動機付け」をより強固にするためのを研究し実践してきた。「コミュニケー
ション戦略」

行政が最も後回しにしがちな「コミュニケーション」を最優先タスクに位置付
けるという発想が、役所と地域との距離を縮めることが分かってきた。
Toda City Informationから資料引用 および 内田貴之氏に取材

内田 貴之氏：2020年3月まで埼玉県福祉部少⼦対策局⻑付企画幹として活躍。⼦どもの食⽀
援活動と地域（個人・企業等）をマッチングするプラットフォーム「こども応援ネットワーク
埼玉」の生みの親。2020年4月より⼾田市副市⻑に就任。⼾田市発の様々な施策を実行中。

まとめ

子どもの食支援の今後の課題

 コロナ禍で見えてきた課題
 「共食型居場所⽀援」から「配布型⽀援」へとトレンドが移る
 それに伴うコスト増、負担増
 一方で、食⽀援が必要な世帯・⼦どもたちの数は急増

 ６つの課題

①食材物資の安定調達
②保管手段
③輸送手段

＋
④事務局運営
⑤拠点網（1か所の活動拠点では不十分）
⑥運営上の人手リソース（上記の①〜⑤をカバーする人的⽀援）

 キーアクション➡ステークホルダーが上記課題を定期的に話し合い、
顔が見える関係を作るネットワーク作りの促進

埼玉県立大主催の地域包括ネットワーク会議

コア会議（埼玉県全域対象）
第２・第４金曜日の18時30分～19時30分

※ZOOMオンライン

地区会議（川口市対象）
第１・第３木曜日の18時30分～19時30分

※ZOOMオンライン

参加者：フードバンク埼玉、地域包括⽀援センター、生協、社協、医療機関、宗教
施設（寺社）、薬局、保育関係者、企業、学校関係者、⺠生委員・児童委員、難⺠
⽀援団体 など

埼玉県立大主催の定例会議（ネットワーク）

【参考】 日本こどもの居場所ネットワーク埼玉支部

日本こどもの居場所ネットワーク埼玉支部

コスモナレシピ（さいたま市）【宅・食】
mokuこどもcafé（さいたま市）【食】
志木のまいにちこども食堂（志木市）【食】
わ・和・輪の会 子ども食堂 （朝霞市）【食】
May‘s garden（幸手市）【食・パ・ド】
こども未来食堂マイカ（草加市）【食・パ・宅】
医療生協さいたまグループ・老健みぬま（川口市）【パ・ド】
こども応援ネットワークPine（草加市）【ネ】
ハピママメーカープロジェクト （川口市）【パ】
川口こども食堂（川口市）【食】

事務局：佐藤 匡史 顧問：埼玉県立大学 川越 雅弘 様

日本こどもの居場所ネットワーク（全国）

メンバー2,200名 (FB登録数）
こどもの居場所作りの運営者・支援者等のオンラインコミュニティ
事務局：佐藤 匡史

埼玉県立大学ネットワーク会議

連携

連携 座長： 埼玉県立大学大学院
座長： 研究開発センター
座長： 教授 川越 雅弘 様

フードバンク埼玉、地域包括支援センター、
生協、社協、医療機関、宗教施設（寺社）、
薬局、保育関係者、企業、学校関係者、民
生委員・児童委員、難民支援団体
などが参加

協力

埼玉県

少子政策課

食：こども食堂
パ：フードパントリー
宅：こども宅食
ド：フードドライブ
ネ：ネットワーク

※各川口地域活動団体とも連携

協力

フードバンク埼玉
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Saitama Prefectural University ■ 研究開発センターシンポジウム2020 ■ 

第２部：シンポジウム「支援者をいかに支えるか～子どもの食支援活動から考える～」 
 

講演２「支援者をいかに支えるか～民間の立場から～」 
 

埼玉県生活協同組合連合会 専務理事 
 

吉川 尚彦 氏 

 

皆さん、こんにちは。ご紹介いただきました埼玉

県生活協同組合連合会の吉川と言います。本日は、

大変貴重な機会をいただき、誠にありがとうござい

ます。 

今日の報告のお題は、生活困窮者への支援にフォ

ーカスしての報告ということですが、生協としてど

こまで支えになっているかは分かりませんけれども、

これまでの生協や地域組合員のつながりの中で見聞

きしてきたこと、団体の皆さんから受けつつ手探り

でできることをやってきたことを、紹介させていた

だければと思います。また、本日は民間の立場から

ということでございますが、今日の報告はあくまで

生活協同組合の取り組みということで、ご容赦をい

ただきたいと思います。 

最初に、生協とかコープのことについて少しでも

生協のことを知っていただくことで、これからの皆

さんと新しいつながりができたり、何かを一緒にで

きたりということもあろうかと思いますので、少し

触れさせていただきたいと思います。生協は店舗も

ありますし、商品を宅配で配達をしたり、それから

介護事業もやっておりますし、病院経営、診療所と

いうのもあり、いろいろな顔を持っております。生

協自身は協同組合の一員でございますので、協同組

合の定義、価値、原則というのに基づいて運営をし

ております。スライドにありますまずは定義ですが、

お読み取りをいただきたいわけですけれども、ここ

にありますように生協自身は事業体を通じてニーズ

を満たしていくという組織でありますので、基本生

協は事業を行う組織ということです。ただもう1つの

特徴は、生協は組合員の共同の所有であると。そし

て、それを利用するのもまた原則組合員という組織

であります。次に、生活協同組合の価値について。

これもスライドをお読み取りいただきたいのですが、

特徴は、最初の所、「協同組合は」というふうに始

まる部分と、それから、「協同組合の組合員は」と

いうふうに始まる部分と、2つがあります。生協は、

法人組織としては事業を行うということで、自助、

自己責任、そして連帯ということであります。そう

いう事業組織としての性格と、地域で活動を進める

組合員の組織であるという性格と、2つの大きな性格

があって、私たちはこれを事業と活動というふうに

呼んでいますが、この事業と活動が車の両輪になっ

て前に進んでいくというイメージを持っていただく

とよいかと思います。原則というのは、全部で7つあ

りますが、その7番目が、「協同組合は、組合によっ

て承認された政策を通じてコミュニティの持続可能

な発展のために活動する」というふうにあります。

実際全国の各生協は、地域社会の一員として地域課

題の解決に取り組んできた組織でもあります。生協

は、事業体を通じて何かを行う組織ではありますけ

れども、そして、NPOさんのような公益団体ではあり

ませんが、組合員によって承認された政策を通じて

地域にも介入していくという原則に基づいて進めて

います。 

今申し上げた第7原則にも関連しますが、全国の生

協のビジョンというのがありまして、10年単位で改

定をしております。左側が2020年のビジョンで、こ

こでアクションプランとして「地域社会づくりに参

加していきましょう」という呼び掛けがされました。

それから10年経って2030年に向けた次のビジョンの

所では、地域のネットワークの一翼を担いますとい

うことで、まだそこまでは至っておりませんけれど

も、そのような目標を掲げているということであり

ます。 

少し生協のことが長くなって申し訳ありませんが、

次に埼玉県内の生協のことについて少し触れさせて

いただきます。現在埼玉県生協連に加入している生

協は15ありまして、われわれ連合会はあくまで連合

体なので、常勤役職員4人という微力な組織でありま

すけれども、事業や活動の実体は各生協にあって、

各生協が独立してそれぞれ事業や活動を進めている

ということです。 

今日のテーマに関連する生協としては、主にここ

に出した4つの組織です。この4つの生協は、地域に

組合員の組織を持っているというのが特徴になって

おりまして、コープみらい、パルシステム埼玉、生

活クラブ生協、それと医療生協さいたまということ

になります。 

次に、県内生協を主な数字で捉えたものをご覧く

ださい。事業高、組合員数はご覧いただきまして、

米印にありますように組合員施設というのが大小56

カ所あります。また、宅配事業が中心ですが、1日平
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均これぐらいのトラックが商品を積んで配達してい

ます。また、単純合計で毎週約45万世帯に商品をお

届けしております。それから、いろいろな活動の中

で助け合いの活動というのがありまして、これは有

償ボランティアによる生活支援の活動です。組合員

同士の助け合いということですが、2019年度は年間

で3万時間を超える支援を行っているということで

あります。 

次に、生活困窮者への支援の主な取り組みについ

て報告したいと思います。まず市民団体やNPOへの助

成金制度というものを各生協が持っておりまして、

資金的な援助になります。この制度は、2000年代の

半ばぐらいから徐々にそれぞれ制度化されてきてお

りまして、助成額だとか対象のテーマだとか時期、

規模感はそれぞれですけれども、19年度の所では全

体で34団体に612万円の助成金を出したということ

になっております。この助成金制度の特徴は、スタ

ート時点から資金援助だけを目的にしてきたわけで

はなく、地域社会づくりへの参加の1つというふうに

組み立てをしてきましたので、お金を渡したら終わ

りということではなく、助成する団体と地域の組合

員がつながって、必ずではありませんけれども交流

をしてお互い知り合うとか、あるいは、自分たちの

ニュースにその団体の催しを載せてお知らせをする

とか、あるいは、できる所では、その団体と生協が

一緒に共同で企画をする。そういう地域の中で関係

性をつくっていくという視点を持って、取り組みを

継続してきました。選考から漏れた所でもつながり

はつくれるという利点もあります。 

そして、今年度の特徴は、コロナ禍で生活困窮者

が増加している実態を反映して、スライドの赤枠は

小さいですけれども、生活困窮者支援を行っている

団体に力点を置いて、その方たち向けに今年は助成

に取り組んでいるところであります。 

次に、フードバンクへの食料品等の提供というこ

とであります。フードバンク埼玉へは立ち上げ前の

準備段階から関わっていまして、各生協が加入をし

ています。実質は2016年からスタートしておりまし

て、準備段階では使わない家庭在庫を持ち寄るとい

う食品ロス削減の視点が強かったかなというふうに

思います。2019年は、常設のフードドライブ拠点が

31カ所、イベントでのフードドライブが23カ所、そ

れらの総重量3,000キロというようなことです。あと、

食料品に限らず、乳児院でたくさん使うということ

で紙おむつなどもお届けをしています。また、これ

とは別に災害備蓄品の切り替えのときの拠出や災害

時のペットボトル水の拠出だとか、そういうことも

やっております。基本はフードバンク埼玉に食料品

を寄せていくということにしておりますけれども、

地域の子ども食堂、パントリーにも提供をしている

ということであります。 

スライドの9ページは、ポイントはやはり広報媒体

でしっかりお知らせをしながら進めていくというこ

とです。 

それから次に、子ども食堂やパントリーへの関わ

りということで、2019年度においては県内33カ所の

子ども食堂やパントリーに食料品を提供しています。

また、医療生協さいたまでは直営の食堂も開設をし

ているのと、今年は、コロナ禍で中止になったイベ

ントで使う予定だった食料品等を直接パントリーネ

ットワークや子ども食堂にも提供をしてきたという

ことであります。ここは生協の広報誌ですが、お読

み取りいただければと思います。 

それからこれは、医療生協さいたまが直営してい

る食堂です。医療生協さいたまさんの場合は、子ど

も食堂ではなくて多世代型の食堂というふうに呼ん

で取り組みをしております。 

次に、生協が持っている資源ということで、3つほ

ど紹介をしておきたいと思います。今まで話したこ

ととも関係しますが、生協以外の団体さんからする

と、生協ってこういう資源があるのねというふうに

捉えていただけるとよいかと思います。1つ目は、人

と組織としてみました。何をする上でも、やはり知

る・理解するという学習だとか、生協同士、あるい

は他団体との交流での気付き、発見、つながりづく

りというのが大事ですので、県生協連もそうですし、

各生協の所でも、こんなふうに学習と交流をベース

にしながら進めているということであります。 

また、媒体等による発信というふうに書きました。

幾つかそれぞれの生協で媒体を持っております。先

ほど申し上げましたように、毎週組合員宅にお届け

をしているその中に媒体が入っていきますので、そ

れなりの規模感での宣伝力もあるということです。

また、地域ごとの媒体も別途あります。 

次に、これも前の話で出てきました組合員施設に

なります。県内56カ所ということで、クッキングル

ームのような所を持っている施設もありますし、居

場所としての活用等、こんな資源もマッチングの中

ではご活用いただけるのではないかと思っています。

以上、これまでの取り組みについて大まかですけれ

ども報告させていただきました。 

今後についてで、課題と思われることというふう

に書きました。2016年からフードバンクの取り組み

を進めてきましたが、この間の変化としては、やは

り地域におけるいろいろな拠点が増加してきている

ということは言えるかと思いますし、また、パント

リーにしても、子ども食堂にしても、フードバンク

にしても、これは県レベルのネットワーク化がされ

ていて、そういうネットワークが埼玉県内には存在

している。これは、県からの支援も頂きながらとい
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うことであります。ただもう一方で、特にコロナ禍

の影響による困窮者の増加で、子ども食堂さんから

すると、食料が足りないというようなことが瞬間的

にはやはり起きているという変化があろうかと思い

ます。 

それを踏まえてこれからどうするかということが、

今後についてです。これについては、後ほどディス

カッションの所で詳しくかなとも思いますが、やは

り地域内でのマッチングを進めていく必要があるの

ではないか。あるいは、もっとこのことについて社

会に、あるいは人々に伝えていくという点では、一

斉のキャンペーンというのも必要なのではないか。

あるいは、支援している方、それから支援者を支援

する団体、それから支援されている方も、やはりお

互いさまのつながりなのだろうと思いますので、そ

ういう心のコミュニケーションといいますか、そう

いうものをやはり育みながら進めていくということ

が大事なのではないかということ。それから、県内

ネットワークが存在しますので、それぞれのネット

ワーク同士が現在の課題について共有したり、共通

認識を持ったり、検討の場を作って進めていったり

ということが必要な段階に来ているのではないかと

いうふうに思っておりますので、そのことについて

は、後ほどお話しさせていただければと思います。 

以上、生協の取り組みについてご報告をさせてい

ただきました。ご清聴ありがとうございました。 

 

埼⽟県⽴⼤学研究開発センターシンポジウム2020
－地域のつながりの再構築を目指して－

支援者をいかに支えるか
〜⺠間の⽴場から〜

埼⽟県⽣協連専務理事 吉川尚彦

⽣活協同組合とは︖①

【定義】

協同組合は、共同で所有し民主的に管理する事業体
を通じ、共通の経済的・社会的・文化的ニーズと願い
を満たすために自発的に手を結んだ人々の自治的な
組織である。

協同組合の定義・価値・原則
「協同組合のアイデンティティに関するICA声明」

※生協は、組合員の利用が原則。医療事業・福祉事業においては員外利用が可能。

⽣活協同組合とは︖②
【価値】

協同組合は、自助、自己責任、民主主義、平等、公正、そし
て連帯の価値を基礎とする。それぞれの創設者の伝統を受
け継ぎ、協同組合の組合員は、正直、公開、社会的責任、そ
して他人への配慮という倫理的価値を信条とする。

【第7原則コミュニティへの関与】

協同組合は、組合員によって承認された政策を通じてコミュ
ニティの持続可能な発展のために活動する。

※公開は「openness」、他人への配慮は「caring for others」の訳

全国の⽣協のビジョン
2020年ビジョン

私たちは、人と人とがつ
ながり、笑顔があふれ、
信頼が広がる新しい社会
の実現をめざします

アクションプラン2
「地域社会づくりへの参加」

地域のネットワークを広げな
がら、地域社会づくりに参加
します。

2.安心してくらし続けられる地域社会

私たちは、⽣活インフラのひとつ
として、地域になくてはならない
存在となり、地域のネットワーク
の一翼を担います。
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埼玉県⽣協連について

埼
玉
県
⽣
協
連
（
連
合
会
）

県内に本部のある１５の会員⽣協
（合計の事業高1,794億円・組合員数のべ224万人）

⽣活協同組合コープみらい（宅配・店舗・福祉事業）

⽣活協同組合パルシステム埼玉（宅配事業）

⽣活クラブ⽣活協同組合・埼玉（宅配事業）

医療⽣協さいたま⽣活協同組合（医療・福祉事業）

数字で⾒る県内⽣協の事業と活動
事業所数…143ヵ所（宅配センター35 店舗45 介護・福祉事業所31 病院・診療所14

⽼人保健施設2 有料⽼人ホーム1） ※組合員施設が大小56ヵ所

宅配⾞両1日平均1,400台稼働 毎週、約45万世帯にお届け

助け合いの活動（有償ボランティアによる⽣活支援活動）
2019年度は年間で32,285時間の活動実施（高齢者2万時間、子育
て支援7,500時間）

防災協定37⾃治体、⾒守り協定のべ180⾃治体

⾃治体連携（高齢者サロン・認知症カフェ・子育て支援拠点事業・総
合事業など）17件、地域包括支援センター３ヵ所

助成金制度による支援

●４つの生協が独自に制度を持っている。2019年度は全体
で34団体に612万円。対象はNPOや市民活動団体など。

●テーマは幅広い分野。地域でのつながりづくり。
●2020年度の取り組み

フードバンクへの食料品の提供①

●「フードバンク埼玉」に生協ごとに加入

●常設のフードドライブ拠点３１ヵ所（店舗や組合員施設）

●イベントなどでのフードドライブ２３ヵ所（2019年度）

●2019年度のフードドライブ総重量 ３，３０６㎏

●食品ロス削減の視点で、使わない家庭内在庫を持ち寄る

●組合員からの持ち寄りのほかに、災害備蓄品の切り替え時

など業務からの拠出（災害時にペットボトル水の拠出）

●地域フードバンク団体や子ども食堂・パントリーにも提供

“もったいないから、ありがとうへ”

フードバンクへの食料品の提供②

フ
ー
ド
バ
ン
ク
埼
玉

コープみらいの組合員施設の
常設フードドライブ

コープみらいの店舗の
常設フードドライブ

子ども食堂やフードパントリーとの関わり①

●2019年度は県内の33ヵ所の子ども食堂・多世代型食堂・
フードパントリーに食料品を提供

●医療生協さいたまは“直営”の食堂を開設
●コロナ禍で中止となったイベント用の食料品や、配達でき

なかった食料品・日用品を提供

パルシステム埼玉の事例
物流過程でやむを得ず発生する
青果を毎週月曜日に「一般社団
法人彩の国子ども・若者支援
ネットワーク」と「埼玉県子ど
も食堂ネットワーク」に寄贈

コープみらいの事例
さいたま市のウォーキングイベントが中
止となり、予定していた協賛品（コープ
商品）を埼玉県を通じて、「子ども食堂
ネットワーク」と「埼玉フードパント
リーネットワーク」に寄贈
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（県⽣協連の広報誌より）

子ども食堂やフードパントリーとの関わり②

2019年生協連学習会

生協だけでなく、NPOや
地域団体、県少子政策課
職員にもご参加いただき、
活動報告を受けて交流

生協が持っている資源①

①人と組織

子ども未来アクションに
参加し、貧困・格差問題を
学習

活動を継続するためには、
知ること・学ぶことから

2017年生協連学習会

NPO法人さいたまユースサポート
ネットの青砥さんを講師に招いて、
地域の実状を学ぶ

生協が持っている資源②

②媒体等による発信

生協が持っている資源③

コープみらい
‘コーププラザ’

パルシステム埼玉
‘ぱるてらす’

生活クラブ
‘くらぶメゾン’

今後について（課題と思われること）

この間の変化

●地域における拠点の増加（子ども食堂・フードパントリー）

●コロナ禍の影響による困窮者の増加⇒食料が不足

●県内ネットワーク組織の存在

今後について

●地域内（市町村）拠点の見える化・地域内マッチング

●双方向のコミュニケーション（おたがいさまのつながり）

●一斉キャンペーンの実施など（広報・認知）

●県内ネットワーク組織の共有や検討の場
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コープみらい奨学金
応援サポーター通信
‘フリージア’より

ご清聴ありがとうございました
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Saitama Prefectural University ■ 研究開発センターシンポジウム2020 ■ 

第２部：シンポジウム「支援者をいかに支えるか～子どもの食支援活動から考える～」 
 

講演３「支援者をいかに支えるか～都道府県の立場から～」 
 

埼玉県福祉部少子政策課 副課長 
 

古川 泰之 氏 

 

埼玉県福祉部少子政策課の古川と申します。今日

はこのような機会を設けていただいて、どうもあり

がとうございます。私のほうからは、支援者をいか

に支えるかということで、埼玉県の立場からご説明

させていただければと思っております。お願いいた

します。 

まず始めに基本的なところのおさらいからですが、

子供の貧困についてということで、皆さまご承知の

ように13.5％、7人に1人のお子さんが貧困状態にあ

ると言われております。ここで言う相対的貧困とい

うことですが、当たり前の生活が営めない状態とい

うことで一般的には言われておりまして、3食がきち

んと食べられないですとか修学旅行に行けない、塾

に行きたくても行けない、こういった生活を強いら

れてしまいます。 

あとは、新型コロナによる母子家庭の生活の変化

ですが、民間団体の調査にはなりますけれども、収

入が減っただとか収入がゼロになったというご家庭

は、グラフにあるように収入が減ったご家庭が58％、

収入がゼロになってしまったというご家庭が13％ご

ざいます。次に、食生活の変化。右のほうの表にな

りますが、1回の食事量が減った、食事回数が減った、

おやつを食事の代わりにすることが増えたというこ

とで、母子家庭の生活の苦しさがうかがえるかと思

います。 

次に、世帯収入と学力・学歴の話ですが、このよ

うな形で収入と正答率というのが相関関係にあるの

かなというふうに考えてございます。進路の追跡調

査のほうを見ていただいても、こういった形で差が

表れてきますので、世帯収入と学力・学歴には強い

相関関係があるということが見ていただいても分か

るかなと思っております。 

貧困の連鎖の話になるのですが、貧困というのは、

放置すると親から子供へ連鎖するというふうにわれ

われでは考えております。まず親の収入が低いと、

先ほどご説明したように十分な教育が受けられない。

教育が受けられないと、進学ができない。進学がで

きないと、就職に不利。そうなると、子供世帯も貧

困という形で貧困が連鎖していってしまうので、こ

の貧困の連鎖を断ち切って、同じスタートラインに

立てるような環境整備が必要なのではないかという

ふうにわれわれでは考えております。 

貧困の連鎖を断ち切るための埼玉県の取り組みで

すが、連鎖を断ち切るためには、生まれた環境に左

右されず自己肯定感を養うための居場所が必要では

ないかと考えております。埼玉県における子供の居

場所の推移ですが、平成29年から始まって、今、令

和2年2月までをお示ししております。もともと平成

29年8月に76カ所だったものが、現在388カ所に増え

ております。こちらは、子ども食堂ですとかプレー

パーク、無料学習塾などを含めた数になるのですが、

埼玉県ではこれが800になるように支援したいと考

えております。その理由が、お子さんたちが歩いて

通えるというのを1つの目安にすると、小学校区の数

と同じであればお子さんが歩いていけるのではない

かということで、800カ所になることを目指しており

ます。 

埼玉県方式についてですが、次のような形で子ど

もの居場所を増やす埼玉県の方式です。まず理念と

しては、主役はあくまでも民間の力で、パッション、

エナジーを最大限に引き出すこと。県は、信用力を

生かして、これをとことんサポートすること。これ

を柱としております。埼玉県方式の3つの柱ですが、

まず「こども応援ネットワーク埼玉」ということで、

民主導の取り組みを支えるプラットフォームを作っ

ております。次に、「こどもの居場所づくりアドバ

イザー」ということで、多彩な人材がこどもの居場

所づくりを始めようとしている皆さんの所にノウハ

ウの伝授に伺っているということ。あとは、経済的

支援の部分で、「こども食堂応援基金」というのを

設置しまして、これも、民間の方からの寄付を集め

て持続可能な財源として活用していくことを考えて

おります。 

埼玉県方式による子供の居場所拡大で、「こども

応援ネットワーク埼玉」なのですが、平成30年の12

月に、民間主導の取り組みを支えるプラットフォー

ムとして設立いたしました。県は、支援先とのマッ

チングを、主にFacebookによる情報発信で子ども食

堂と支援先をつなげる、あるいは、子ども食堂さん

の活動を伝えるというようなやり方をさせていただ

いております。このようなネットワークの取り組み

の成果として、緊急事態宣言が発令されたときに、
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休校に伴う余剰の給食食材など、約37トンをマッチ

ングさせていただくことができました。例としては、

お米が3トンですとか、冷凍ハンバーグが2万2,000個

だとかというような結構な数を、県内の子ども食堂

にお配りできたかなと思っております。このネット

ワークは、現在、会員が436人、個人・団体で436会

員ということなのですが、これからも増やしていく

ことを考えております。構成は、この絵に出てくる

ように県から市町村社協、社会福祉法人など、民間

の方を含めてさまざまな方に加入していただいてい

るところでございます。 

埼玉県の子ども食堂は、創造性と革新性にあふれ

るというふうにわれわれは捉えているのですが、ど

んなものがありますかという話です。1つが、葬祭場

を活用したという子ども食堂さんがございます。友

引の前日に葬祭場に予約が入っていないことが多い

ということで、そこを活用した形での子ども食堂で

すとか、次は、農業体験と子ども食堂をミックスし

た形ですね。今、なかなかゲームなどで外遊びの機

会が減っているということも言われていますので、

これらを合わせた子ども食堂さん。あとは、逆に今

度は結婚式場で子ども食堂をやっていただいて、な

かなか普段は体験できないような食事ですとか、会

場ですとか、雰囲気を味わっていただくというよう

なこともやっております。それから、今度はお子さ

んですね。高校生の方が子ども食堂をやって、将来

の進路の1つの目安なんかにしてもらっているとい

うこともございます。 

次に、先ほど出てきたアドバイザーの関係の話で

すが、現在、子ども食堂だとかフードパントリーを

やっていただいているお二方も含めて、学習支援を

やっている方ですとか、弁護士さん、税理士さんか

ら、あとはこの一番右下のアクシュアさんなんかは

広報になるのですが、こういった形でさまざまなジ

ャンルの方にアドバイザーとして活躍いただいてお

ります。昨年度は、41の個人・団体の方にアドバイ

ザーになっていただき、334回の派遣回数で45件の立

ち上げにつなげたところでございます。 

次に、「こども食堂応援基金」の話ですが、やは

り個人とか企業さんだとかの寄付をいただくことで、

県費に頼らないで持続可能な財源を確保したいと思

って始めているものでございます。これまでの寄付

の受け入れ額が826万円になりまして、継続的な寄付

につながる取り組みを拡大中というところで、次の

3つをご紹介させていただいているんです。コカ・コ

ーラさんは、子ども食堂応援の自動販売機というも

のがございまして、こちらでジュースを一本買うと、

1円寄付をしていただくという仕組みになっており

ます。りそな銀行さんは、金融商品。これは隣の武

蔵野銀行さんもなんですけれども、子ども食堂に遺

贈いただくものですとか、あとは、企業が私募債を

発行したときの手数料の一部を寄付していただくも

のですとか、そういった形で支援をしていただいて

いるところでございます。 

コロナ禍の対応状況になりますが、1つは、佐藤さ

んもお話しいただきましたけれども、形を変えて継

続というところで、子ども食堂がパントリー活動を

されたり、ドライブスルー方式のお弁当の配布なん

かをやっていただいております。これに対して県か

らは、社会福祉協議会さんを通じて、先ほども佐藤

さんからも保管のお話が出ていましたが、保管の場

所としての冷凍庫の贈呈ですとか、ヤオコーさんか

ら定期的なお米の寄贈なんかもいただいております。

また、県庁自らフードドライブをして食材を集める

とともに、機運を醸成するという取り組みをさせて

いただいております。あとは、輸送ボランティアも、

先ほどFacebookでご紹介させていただきましたが、

あちらで募集した上でボランティアさんにも協力し

ていただいているところでございます。 

子ども食堂の新たな展開として、もともと生活支

援だったものが、今はセカンドステージの段階にあ

ると思っておりまして、食事だけでなくて自己肯定

感を育むということで、地域社会とつながっていく

というところを、今、各子ども食堂さんに頑張って

いただいています。今後、サードステージとしては、

人生を切り拓く力を育むということで、さまざまな

体験活動なんかを通じてIQだけではなくてEQも伸ば

していきたいというようなところを考えております。

かつ、担い手である大人も自己実現できるというよ

うなウィンウィンの関係にできればいいなというふ

うに考えて取り組んでおります。 

次に、フードパントリーですが、食品企業や農家

などから食料の提供を受けて、生活に困窮するひと

り親家庭などに無料で手渡すための拠点になります。

こんな形で食材を集めて、コロナがなければ一番左

上の写真になるのですが、各家庭の方に物を選んで

パッキングして持って帰っていただくというような

ことをやっております。埼玉県で独自の取り組み、

強みとしては、セカンドハーベスト・ジャパンさん

というフードバンクの大きな拠点が八潮にございま

すので、こちらから県がマッチングした輸送ボラン

ティアとして首都圏物流さんにご協力いただいて、

フードパントリーネットワークの中間拠点に輸送を

しております。そこから各パントリーへの輸送とい

うのを首都圏物流さんに主にお願いしてやっており

ます。こういった形でネットワークを作ることで、

この表のようにフードパントリーが急激に増えてお

りまして、特にコロナ禍、2020年の4月から9月まで

の間だけで16カ所だったものが32カ所まで増えてご

ざいます。 
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最後に、企業による協力事例集ということで、先

ほど少しお話ししさせていただいた子ども食堂とフ

ードパントリーに、ヤオコーさんから毎月100袋のお

米を提供いただいております。次に、アルファクラ

ブ武蔵野さん。こちらも、セレモニー会場をフード

パントリー開催会場として提供していただくという

ようなこともしていただいております。もともと敷

地が広くて、冷蔵庫、冷凍庫をお持ちですので、フ

ードパントリーとしてかなり大規模な活動ができる

ということになります。次に、クリタエイムデリカ

さんは、やはり問題となる食料の保管場所なのです

が、もともとこちらは食品の企業さんですので、使

っている冷蔵庫をそのままお借りして保管場所にし

て、フードパントリーの開催日にご提供いただくと

いうような形で取り組みをさせていただいておりま

す。あとは、先ほどフードパントリーの所で出てま

いりました首都圏物流さんも、セカンドハーベスト

・ジャパンの埼玉拠点とフードパントリーの間の輸

送を無償で提供していただいております。あとは、

JAグループさん。各JAグループさんに野菜を集めて

いただいて、それを子ども食堂にお届けいただくと

いうような活動もさせていただいております。あと、

IKEAさんは、こちらも、もともとレストランで使わ

れている冷凍庫、冷蔵庫の一部をお借りして、そこ

に保管しておいていただいた食材を子ども食堂にお

配りするというような形でご協力いただいておりま

す。あとは、明治安田生命さんは、フードドライブ

ボックスを社内に設置していただいて、社員の皆さ

まだけではなくて民間の利用者の方も、こちらに食

材を寄付していただくというような形で取り組ませ

ていただいております。このような形で、各企業の

皆さまからご協力いただいているところでございま

す。 

結びになんですが、埼玉県としては、子供は将来

の社会の宝になりますので、生まれ育った環境の差

で能力や才能の芽を摘んではならないというふうに

考えております。子供の誰もが将来に夢と希望を持

てる社会をつくりたいということで、埼玉県はこれ

からも子供の居場所を全力でサポートしていきたい

と考えております。ご清聴どうもありがとうござい

ました。 

支援者をいかに支えるか ～都道府県の立場から～
埼玉県 福祉部 少子政策課 副課長 古川 泰之

埼⽟県

埼玉県立大学研究開発センター シンポジウム 2020

1

⼦供の貧困について①

14.4 13.7 14.2
15.7

16.3

13.9

13.5

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

H12 H15 H18 H21 H24 H27 H30

７人に１人の子供が貧困状態

厚生労働省の国民生活基礎調査

「当たり前」の⽣活が営めない状態
例）・３⾷きちんと⾷べられない ・修学旅⾏に⾏けない ・塾に⾏きたくてもいけない

・部活動の道具やユニフォームが買えない ・家が狭い、うるさい、机もない

⼦供の貧困率（相対的貧困）

相対的貧困とは

（％）

2

⼦供の貧困について②
新型コロナによる⺟⼦家庭の⽣活の変化

コロナ禍により⼦供を取り巻く環境は厳しさを増している

26 

58 

13 

2  1  １回の⾷事量が減った 14.8％
１⽇の⾷事回数が減った 18.2％
お菓⼦やおやつを⾷事の代わり
にすることが増えた 20.1％

炭⽔化物だけの⾷事が増えた 49.9％
インスタント⾷品が増えた 54.0％
※NPO法⼈「しんぐるまざあず・ふぉーらむ」のアンケートより。
約2,000⼈が回答

・⼦供は学校が休みの⽇は給⾷がないので２⾷、⾃分は１⽇１⾷
・⼦供の朝⾷を抜き、昼⾷としてお菓⼦を⾷べさせ、夜だけご飯を⾷べている
・上の⼦供がアルバイト先からもらってきたパンを冷凍保存して⾷費を浮かせている

変わらない

収⼊減

収⼊がゼロに

収⼊の変化 ⾷⽣活の変化

収⼊増
未回答

3

⼦供の貧困について③
世帯収⼊と学⼒・学歴

世帯収⼊と学⼒・学歴には強い相関関係があることが⾒て取れる
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１
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０
０
万
円
超

４年⽣⼤学
就職など
専⾨学校
短期⼤学

世帯収⼊と⼦どもの学⼒の関係
（⽂部科学省 御茶の⽔⼥⼦⼤学委託研究H21年度）

⾼校⽣の進路追跡調査
（東京⼤学⼤学院教育学研究科⼤学経営・政策研究センターH19年）

彩の国子ども・若者支援ネットワーク 白鳥勲先生 講演資料より
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貧困を放置すると親から⼦へ連鎖する

親の収⼊が低い（貧困）

⼗分な教育が
受けられない⼦供世帯も貧困

就職に不利 進学できない

貧困の連鎖を断ち切り
同じスタートラインに⽴てるよう環境整備が必要 4

貧困の連鎖の解消

5

76 164 230 323 388

800

H29.8 H30.8 H31.2 R1.8 R2.2 R6

【埼⽟県の⼦供の居場所※の推移】 ⽬標

（※⼦ども⾷堂、プレーパーク、無料学習塾など）

貧困の連鎖を断ち切るには、⽣まれた環境に左右されず、⾃⼰肯定感を
養うための「居場所」が必要

⼦供が歩いて通えるよう
⼩学校区の数と同じ
800か所を⽬指す

貧困の連鎖を断ち切るための埼⽟県の取組み

6

「埼⽟県⽅式」とは

「埼⽟県⽅式」の３つの柱
こども応援ネットワーク埼⽟ こどもの居場所づくりアドバイザー こども⾷堂応援基⾦の設置
⺠主導の取組
を⽀える

プラットフォーム
多彩な⼈材が
ノウハウを伝授

⺠の寄附による
持続可能な財源

埼玉県
方式 ・主役は「⺠」。⺠のパッション、エナジーを最⼤限引き出す︕

・県は信⽤⼒を⽣かし、とことんサポート︕

埼玉県のマスコット「コバトン」

7

・⺠間主導の取組を⽀えるプラットフォームとして設⽴
・県は⽀援先とのマッチングやFacebookなどによる情報発信
・緊急事態宣⾔時には、休校に伴う余剰給⾷⾷材など約37トンの⾷材をマッチング
（例︓精⽶３トン、冷凍ハンバーグ22,000個、冷凍鮭フライ6,400個、ソーセージ4,500個）

１. こども応援ネットワーク埼⽟（H30.12設⽴）

「埼⽟県⽅式」による⼦供の居場所拡⼤

県

市町村

社協

社福
学校個⼈

企業

フード
バンク

ＮＰＯ

寺社

⼦ども
⾷堂 地域団体

会員数
４３６会員

8

創造性・⾰新性のある埼⽟県の⼦ども⾷堂
多様な形で進化する埼⽟の⼦ども⾷堂

葬祭場を活⽤した⼦ども⾷堂 (株)メモリード

結婚式場での⼦ども⾷堂 アルファクラブ武蔵野(株)

農業体験＆⼦ども⾷堂 畑こども⾷堂

⾼校⽣による⼦ども⾷堂 筑波⼤学附属坂⼾⾼校

9

２. こどもの居場所づくりアドバイザーの派遣（R1.5〜）

多彩なアドバイザーをラインナップ
・⼦ども⾷堂などの居場所づくり実践者
・弁護⼠や税理⼠、⾷品衛⽣、広報、ＩＴなど各分野の専⾨家

「埼⽟県⽅式」による⼦供の居場所拡⼤

41の
個人・団体

アクシュア株式会社
⽥中 理恵 ⽒（広報・IT）

埼⽟県⼦ども⾷堂ネットワーク
本間 ⾹ ⽒（⼦ども⾷堂）

埼⽟フードパントリーネットワーク
草場 澄江 ⽒（フードパントリー）

弁護⼠
清⽔ 徹 ⽒（法律相談）

派遣回数３３４回
立上げ件数４５か所

NPO法⼈ ⾷⽣態学実践フォーラム
針⾕ 順⼦ ⽒（⾷育）

税理⼠
岡⽥ 和⺒ ⽒（会計相談）

彩の国⼦ども・若者⽀援ネットワーク
⽩⿃ 勲 ⽒（学習⽀援）

R1年度実績
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10

３. ⼦ども⾷堂応援基⾦の設置（R1.5〜）

・個⼈や企業からの寄附により県費に頼らない持続可能な財源を確保
・これまでの寄附受⼊額は826万円（R2.8⽉末現在）
・継続的な寄附につながる取組も拡⼤中

遺贈＋⼿数料の⼀部を寄附売上の⼀部を⾃動的に寄附

「埼⽟県⽅式」による⼦供の居場所拡⼤

私募債発⾏⼿数料の⼀部を寄附

11

カタチを変えて継続 最も必要な⽀援を

コロナ禍における対応

⼦ども⾷堂によるパントリー活動

ドライブスルー⽅式による弁当配布

冷凍庫贈呈式（R2.5.25）

県庁フードドライブ

コロナ禍の中だからこそ、⽀援を必要とする⼈のために「今できること」をする

ヤオコーによる⽶の定期的な寄贈

輸送ボランティアの募集・マッチング

3rd ⼈⽣を切り拓く⼒を育む
・学びの場の提供（IQ)
・様々な体験活動（EQ)

R2〜

⼦ども⾷堂＋学習⽀援
体験活動

⼦ども⾷堂を⼦供たちの「⽣きる⼒」を育む場所へのバージョンアップを検討

12

新たな展開①

・ご飯を⾷べお腹を満たす
1st ⽣活⽀援

H29 76か所

担い⼿である⼤⼈も⾃⼰実現

2nd ⾃⼰肯定感を育む
・地域社会との繋がり
・信頼できる⼤⼈との出会い
・安⼼な居場所（⼦供にも親にも）

H30〜R1 262か所

〜 ⼦ども⾷堂のバージョンアップ 〜

13

新たな展開②

⾷品企業や農家などから⾷料の提供を受け、⽣活に
困窮するひとり親家庭などに無料で⼿渡すための拠点

フードパントリーとは︖

〜 全国に先駆けたフードパントリーネットワーク 〜

14

埼⽟のフードパントリーの強み
国内最⼤のフードバンクであるセカンドハーベストジャパンや物流企業等との連携により、
強固なネットワークを形成した

セカンドハーベストジャパン
⼋潮拠点

埼⽟フードパントリーネットワーク

中間拠点

(株)⾸都圏物流 (株)⾸都圏物流

各パントリー

6か所

32か所
⾷品提供企業

輸送⽀援・
輸送ボランティア

県によるマッチング

新たな展開② 〜 全国に先駆けたフードパントリーネットワーク 〜

2
6

10
16

22

32

Ｈ31.1 Ｒ1.6 Ｒ2.1 Ｒ2.4 Ｒ2.6 Ｒ2.9

15

【埼⽟県のフードパントリーの設置数】

フードパントリーの⾶躍

真に⽀援が必要な⼦供たちの⾷を守る︕

新たな展開② 〜 全国に先駆けたフードパントリーネットワーク 〜

緊急事態宣⾔
（4/7）

コロナ禍で必要性
が急激に⾼まる
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企業による協⼒事例集

16

毎⽉１００袋のお⽶を提供

⼦ども⾷堂とフードパントリーに毎⽉１００袋のお⽶を提供
現地までの輸送も同社が実施

（株）ヤオコー

17

セレモニー会場をフードパントリー開催会場として提供

同社が運営するセレモニー会場をフードパントリー会場として提供
会場の近隣のフードパントリーと協⼒し、活動を実施

アルファクラブ武蔵野（株）

18

廃棄予定の⾷材と保管場所の提供をセットで実施

同社のフードロス削減の取組とタイアップし、フードパントリーネットワーク
に対し、廃棄予定の⾷材と保管場所を提供することで、フードパントリー
活動団体が抱える⾷材と冷凍庫不⾜の課題を解消

19

（株）クリタエイムデリカ

19

フードパントリー向け⾷料の輸送⽀援

セカンドハーベスト・ジャパン埼⽟拠点（⼋潮市）と
各パントリー間の⾷料の輸送を無償で実施

（株）⾸都圏物流

20

ＪＡグループの野菜を⼦ども⾷堂へ

農産物直売所と⼦ども⾷堂をマッチング
県北の４つのＪＡをモデルにして、県内全域へ横展開へ

ＪＡグループ（くまがや・ひびきの・花園・ふかや）

21
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⼦ども⾷堂向けに冷蔵庫・冷凍庫の⼀部を提供

冷蔵品・冷凍品の保管に課題を抱える⼦ども⾷堂への⽀援として、
近隣で活動する⼦ども⾷堂に対して、店内の冷蔵庫・冷凍庫の
⼀部スペースを提供

ＩＫＥＡ新三郷店

22

フードドライブボックスを社内、得意先に設置

営業社員が定期的に回収し⼦ども⾷堂へ提供
ネットワークの会員募集を県に代わって⾏う活動

明治安田生命保険相互会社 越谷支社

23

結 び

24

⼦供は将来の社会の宝

⽣まれ育った環境の差で能⼒や才能の芽を摘んではならない

⼦供の誰もが将来に夢と希望を持てる社会をつくりたい

埼⽟県は、これからも⼦供の居場所を全⼒でサポートしていく
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Saitama Prefectural University ■ 研究開発センターシンポジウム2020 ■ 

第２部：シンポジウム「支援者をいかに支えるか～子どもの食支援活動から考える～」 
 

講演４「支援者をいかに支えるか～大学の立場から～」 

 

埼玉県立大学大学院／研究開発センター 教授 
 

川越 雅弘 

 

埼玉県立大学の川越と申します。どうぞよろしく

お願いいたします。 

支援者をいかに支えるかについて、大学の立場か

らお話をしていきたいと思います。 

内容は3点です。1点目は、地域づくりに向けた国

の施策動向についてです。ここでは、地域包括ケア

システムの構築・深化から地域共生社会へと向かっ

ているという点をおさえていきたいと思います。2点

目は、こうした国の動向を見据えながら、当大学と

して取り組んでいる内容についてです。最後の３点

目ですが、大学の取組のうち、定期開催しているネ

ットワーク会議を通じた子どもの食支援活動の実践

例を紹介していきたいと思います。 

それでは、まず、地域づくりに向けた国の施策動

向について紹介します。「地域包括ケアシステム」

という言葉をよく聞かれているかと思います。この

スライドの真ん中に高齢者の方がいらっしゃいます。

在宅での生活を希望されています。この方の在宅生

活の継続性を確保するためには、医療・介護の専門

職が必要に応じて関わるという仕組みが必要となり

ます。それとともに、生活そのものを支える仕組み

も必要です。そのため、生活支援体制の整備を進め

ながら、必要に応じて医療・介護専門職が関わる仕

組みをトータルで地域ごとに作っていこうというこ

とで考えられたのが「地域包括ケアシステム」です。

また、こうした高齢者向けの仕組みを、全ての世代

の方々にも活用していこう、そして、最終的には、

地域共生社会の実現につなげていこう、これが今の

国の動き方になっています。多様な主体の方々、例

えば、医療・介護専門職の方、様々な支援者の方々、

自治会や民生委員の方々、住民の方々、企業の方々、

こうした様々な力を持った方々を巻き込んで、地域

が抱えている多様な課題を解決していこうというこ

とが、現在目指されているのです。こうした動向を

踏まえて、今回のシンポジウムでは、第1部では、高

齢者を中心とした施策の動向、地域共生社会の展開

というお話を厚労省の方にしていただき、第2部では、

子どもへの支援に焦点を当てた議論を展開する構成

にしているわけです。 

では、こうした地域包括ケアや地域づくりに向け

て国が動いているなかで、当大学はどの様な取組を

進めているのかについて紹介します。 

地域貢献は、当大学が担うべき重要な役割の１つ

と考えています。問題は、これをどのように進めて

いくかです。まず、大学という特徴を生かして、「地

域包括ケアに関わる人材の育成を進めていこう」と

しました。これら人材育成を通じて、地域や社会に

貢献していこうと考えた訳です。国の施策は、地域

包括ケアから地域共生社会へと展開される方向には

ありますが、まずは、喫緊の重要テーマである「地

域包括ケア」に焦点を当てて、取組を展開していこ

うということです。また、その対象としては、市町

村の職員、在宅医療や生活支援、就労支援などのコ

ーディネーター、そして医療・介護専門職を想定し

ております。 

次に、何を強化するかですが、ここは「業務遂行

能力の向上」としました。ポイントは、マネジメン

ト力の強化です。ケースのマネジメント、事業のマ

ネジメント、地域のマネジメントの力を高めていこ

うということです。 

では、どうやってその力を高めていくのか。その

ための方法として、本人の力を高めていくアプロー

チと環境へのアプローチの2つを考えました。業務遂

行能力自体を高めるための仕組み・仕掛けと、業務

が遂行しやすい環境を整備すること、この2つに力点

を置いた取組を図っているわけです。 

さて、人材を育成するためには、方法論を学ぶ場

が必要となってきます。そこで、集合型研修の場と

して、本日開催しているような年1回開催するシンポ

ジウムと、地域包括ケアに関わる関係者の方々の実

践力、例えばファシリテーション力、地域課題の把

握力などですが、このような具体的な力を付けてい

くための地域包括ケア推進セミナーを定期開催して

います。このように、参加者に方法論を学んでいた

だくために、枠組みの１つとして集合型研修を設け

ています。 

もう1つが、現場での直接支援です。市町村によっ

て、抱えている課題、解決したい課題は違います。

そのため、各市町村の現場に入り込んで支援をして

いく必要があるわけです。では、具体的にどうやっ

てやるか。例えば、北本市では、介護保険事業計画

の策定業務を受託して、計画策定への直接支援を行
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っています。また、複数の市町村の計画策定委員会

の委員として、データ分析などを支援しています。

これら以外でも、協定を結んで要望に応じた支援を

行っている市町村もあります。オンライン会議で、

事業展開のアドバイスも行っています。これらは、

個々の市町村への個別支援という位置づけのもので

す。集合型研修で一般的な方法論を学ぶとともに、

個々の市町村が抱えている個別課題とそのレベルに

応じて解決策を提案し、支援していくといった方法

を両輪として、地域包括ケア関係者の課題解決力の

向上を図っています。 

また、地域包括ケアに関わる様々な関係者が業務

を遂行しやすい環境を作っていくことも重要となり

ます。そのために設けたのが「地域包括ケアを推進

するためのネットワーク会議」です。これまで計7回、

集合型の形で開催してきました。 

こうした、集合型研修、現場での直接支援、支援

体制整備という3つの枠組みのなかで、Off-JTとOJT

を組み合わせながら、本人の能力向上と業務遂行し

やすい環境整備を進めてきたというのがこれまでの

取組となります。 

さて、3つの枠組みをご紹介しましたが、現在、3

つ目の枠組みであるネットワーク会議という手段を

通じて、子どもの食支援活動への支援を行っていま

すので、その内容をご紹介したいと思います。 

その前に、そもそもこのネットワーク会議の目的、

目指していることについて説明します。現在、地域

課題が多様化・複合化しています。課題解決が難し

くなっています。こうした状況を打開するためには、

解決手段を有する多様な主体を交えた地域マネジメ

ントの展開が必要となります。 

では、これらを具体的にどの様に進めるかです。

そのためには、地域の課題やニーズを知っている人

と課題解決手段を持っている人、この両者が交流す

る必要があります。こうした交流を通じて地域の課

題解決力を高めるとともに、具体的な課題解決に向

けた行動、アクションを起こしていくということが、

最終的には必要になると思っています。このスライ

ドの図に示すように、これまではStep1の場の提供を

してきたわけです。課題を知っている人、そして課

題解決手段を持っている方を会わせるための場を設

けてきた、それが、ネットワーク会議であった訳で

す。こうした場を提供すると、両者の間に化学反応

が起こって、相互の理解が深まっていく。深めるの

ではなく、結果として深まっていくのです。そして、

知識ベースですが、何となく解決ができそうと思う

ようになります。ただし、実際の課題を解決してい

くためのアクションを起こさないと、具体的な地域

づくりにはつながらない。だから、課題解決力を知

識ベースで高めた後、地域の課題を実際に解決しに

いくということをやっていく必要がある。これを最

終的なゴールとしています。 

これまでは、集合型で研修会を開催してきました

が、コロナの感染拡大を受けて、オンライン会議に

実施形態を変更しました。昨年６月から、参加も不

参加も自由という自由度を持たせた形での定期開催

を行ってきました。そのなかで、参加者の方からの

現状報告や、今後取り組むべきテーマの検討を行っ

てきました。その中で、食支援が重要テーマとして

挙がってきた訳です。そこで、食支援に関連した現

状を把握し、課題を整理しよう、そして、具体的な

対策を検討しようとなりました。 

まずは、コアメンバーを中心に、県全域を対象に、

食支援に関する課題の整理と対策の検討を始めまし

た。ただし、最終的には、エリア単位で展開をして

いく必要があるので、コアメンバー会議を数回実施

した後に、川口市を主エリアとしたエリア会議も設

けました。現在は、コア会議とエリア会議の2つを、

各々月2回のペースで開催しています。今は「食支援」

がテーマであるため、食支援に関わる様々な関係者、

例えば、フードバンク埼玉、地域包括支援センター、

生協の方に参加頂きながら、現状と課題の整理、対

策の検討を進めています。 

現状を把握することは非常に重要です。そこで、

参加者や参加者から推薦された方からヒアリングを

行います。流通はどうなっているのか、一体何に困

っているのかなどを聞くわけです。その一環として、

フードバンク埼玉の担当者から話を聞きました。フ

ードバンク埼玉という組織は、食品ロス削減の観点

からスタートしている組織です。浦和に拠点があっ

て、そこに食品関係の企業とか小売店、一般家庭、

農家の方々などから食材が提供され、浦和の拠点に

集められた食品などを、埼玉県内の数カ所の地域物

流拠点に持っていって、物流拠点から子ども食堂な

どの直接支援者に渡って、子ども・子育て世帯に食

品等が提供されるという仕組みが構築されているこ

とが分かってきました。 

こうした物流上の課題は何なのか。食材確保から

直接支援者までの一連の物流のどこに問題があるの

かを確認するわけです。子ども食堂を運営されてい

る方からもヒアリングしました。今までは、子ども

食堂で食事を提供するといった活動をしていたが、

コロナ感染拡大により、フードパントリーという食

材提供の形に形態を変えざるをえなくなった。開催

頻度も月１回程度のところが多い。開催時に多くの

世帯に一度に多くの食材を提供することが必要にな

り．食材の安定調達が従来よりも難しくなってきて

いるという状況も分かってきた。食材が安定的に調

達できないとなると、定期開催が難しくなったり、

開催頻度を落としたり、支援対象世帯を限定したり、
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開催自体が困難になったりしていることがわかって

きた。安定した食材調達の確保が難しいということ

が課題の１つであることがわかりました。 

また、フードバンク埼玉の場合、地域の保管拠点

が県内に３か所しかないこともわかりました。その

ため、フードバンク埼玉から地域の保管拠点間、地

域の保管拠点から子ども食堂間の物流をどうするの

かといった問題もあるということが分かりました。

保管拠点が少ないために、例えばですが、川口市民

の方が「食材を提供したい」と言われても、浦和の

フードバンク埼玉の事務所に一旦もらって、そこか

ら地域拠点に配送し、そこから川口の支援者に配ら

ないといけないといった実態があることもわかりま

した。こうした現状から、地域の保管拠点の拡大が

２つ目の課題であることがわかりました。 

また、議論のなかで、食支援の対象者は、子ども

やその家庭だけではなく、高齢者や外国人も含めて

いくべきではないかという意見が出されました。支

援対象者の拡大が３つ目の課題として挙げられまし

た。 

こういったことを、6月からのオンライン会議で整

理してきた訳です。１点目の課題は、食材確保の拡

大といった「入り口対策」です。定期的な会議には、

一部民間企業の方も参加されています。そこに参加

された埼玉トヨペットホールディングス株式会社の

方から、「災害備蓄品の交換時期なのでそれら食品

を提供することは可能だ」という連絡を後日いただ

きました。当大学には、県からの出向者がたくさん

いますので、出向者から県の担当部局に連絡・調整

してもらって、食材提供の段取りをつけました。オ

ンライン会議は昨年6月から開始していますが、昨年

10月には県への寄贈、フードバンク埼玉への提供が

行われ、最終的にフードパントリーを実施している

子ども食堂関係先12カ所に食材提供が行われました。

これが、課題１に対する対策の一例です。 

食支援が必要な方は、コロナの影響で拡大してい

ます。その対象は、子どもやその家庭だけではない。

生活に困っている人という視点でみると、多様な方

々への食材・物資の提供を拡大していく必要がある。

子どもとその家族の場合、子ども食堂やフードパン

トリーなどの支援の枠組みはある。一方、高齢者の

方で食に困っておられる方も実はいらっしゃるが、

こうした方を対象とした食支援の仕組みは脆弱であ

る。食堂などを開いても、そこに通ってくるかどう

かといった課題も考えられる。そこで、高齢者の場

合、高齢者が通う場所を活用できないかということ

を現在検討しています。地域の中でこうした取組を

行ってもよいという方に、現在声掛けをしていると

ころです。また、市町村には、総合福祉センターや

地区社協といった資源があるかと思います。こうし

た地域拠点を活用して、食材の提供等が行えないか

ということも現在検討しています。 

また、埼玉県内には、外国人の方々もたくさん住

んでおられます。外国人の方も支援対象として考え

ていく必要がある。ただし、外国の方を個別に支援

するのはなかなか難しい。そうであれば、外国の方

が集まっている場所に対して支援を行えばよいので

はないか。先般、NHKのなかで、実習生などで日本に

来たものの、コロナで生活困窮されているベトナム

人が集まっている寺院が特集されていました。本庄

市にある大恩寺というお寺です。大恩寺に連絡を取

って、食材提供してはどうかという意見がオンライ

ン会議で挙がってきたので、フードバンク埼玉の永

田さんと私の二人で大恩寺に出向いて、食材提供方

法を決めて、12月に2回食材提供を行いました。こう

した形で、子どもという切り口だけではなくて、食

に困っている方々への支援をどうするかといった観

点から、子ども、高齢者、外国人という多様な対象

者に活動を広げるということに現在取り組んでいま

す。 

大学が、多様な主体の方々の間に入って、現行の

仕組みのどこに課題があるのか、どこを改善すべき

なのかを整理しながら、実際のアクションにつなげ

ていくという活動を現在展開しているということを

ご紹介させていただきました。当大学の活動に関す

る紹介は以上です。ご清聴ありがとうございました。 
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支援者をいかに支えるか
〜大学の立場から〜

1

（内容）
１．地域づくりに向けた国の施策の方向性とは

−地域包括ケアから地域共⽣社会へ−
２．地域包括ケア／地域づくりに向けた当大学の取組
３．ネットワーク会議を通じた「子どもの食支援活動」への支援について

１．地域づくりに向けた国の施策の方向性とは
−地域包括ケアから地域共⽣社会へ−

2

3出所）「地域包括ケアシステムの構築に向けて」、第46回介護保険部会資料3（2013/8/28）に加筆

地域包括ケアシステムとは

退院支援の強化

医療・介護の連携強化

生活支援の提供主体
の整備とマッチング

24Hの介護体
制構築

在宅医療体制
の強化

マネジメント
の機能強化

地域包括ケアシステムの概念図

4出所）厚生労働省HPより引用（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_00506.html）

地域包括ケアから地域共⽣社会へ
ー多様な主体（専門職・⽀援者・住⺠・企業等）を巻き込んだ地域課題の解決に向けてー

地域づくりの視点からみた地域包括ケアシステムの位置づけ

２. 地域包括ケア／地域づくりに向けた当大学の取組
ー人材育成／機能を発揮しやすい環境整備を目指してー

5

大学が目指す地域・社会貢献の姿とは

6

目指す姿

１．対象について
• 国の重点テーマである地域包括ケアに関わる人材を当面の対象とする。

具体的対象としては，以下を想定する。
①市町村職員（保健師等を含む）
②コーディネーター（在宅医療／⽣活支援等）
③医療・介護職を想定する。

２．人材育成の目標とポイントについて
• 人材育成の目標は，地域包括ケアに関する「業務遂行力の向上」。

キーは，「ケース／事業／地域に対するマネジメント力の強化」。
• この実現に向け，以下の2点に主眼を置く（本人と環境へのアプローチ）

①本人の業務遂行力を高めること
②業務が遂行しやすい環境を整備すること（＝ネットワーク構築支援）

具体的イメージ

地域包括ケアに関わる人材の育成を通じて，地域・社会に貢献すること
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7

【2019実績】 10/17開催
テーマ ｢介護人材の確保・育成に向け
た諸課題と対応策｣

講演者
伊原和人：厚生労働省政策統括官
金子直史：埼玉県⾼齢者福祉課⻑
山田尋志：地域密着型総合ケアセンター

きたおおじ代表 社会福祉
法人リガーレ暮らしの架け橋
理事⻑

田口孝行：埼玉県立大学教授
羽田野政治：認知症⾼齢者研究所

代表理事

【目的】国の施策の動向や方向性，
基本的考え方などを学ぶ

研究開発センター
シンポジウム（2016〜）

地域包括ケア推進セミナー
（2018〜）

【目的】地域包括ケアに関わる関係者
の実践力を⾼める

【目的】地域資源の開発を通じて実践
者への⽀援体制を強化する

第1回（2018/7/27開催）
「在宅医療・介護連携の展開プロセスを
学ぼう！｣

第2回（11/24開催）
｢ファシリテーション力を⾼める｣

第3回（2019/2/21開催）
｢自立⽀援のための方法論を学ぶ｣

第4回（6/20開催）
｢地域課題の把握方法を学ぶ｣

第5回（10/2開催）
｢コミュニケーション力を⾼めよう｣

第1回（2018/9/4開催）
今後の進め方に関する打合せ会議

第2回（11/30開催）
｢住⺠の困りごと/⽀援ニーズを知ろう｣

第3回（2019/2/15開催）
｢企業・組織の活動内容を知ろう①｣

第4回（5/31開催）
｢企業・組織の活動内容を知ろう②｣

第5回（7/30開催）
｢地域課題を解決するためのプロジェクトを
みんなで考えよう｣

第6回（2019/12/9開催）
「通いの場・集いの場のための空きスペース･
空き家の活用法｣

第7回（2020/2/18開催）
「団地の取組と課題｣

地域包括ケアを推進するための
ネットワーク会議（2018〜）

地域包括ケアに関わる人材育成のための手法
ー集合型研修（Off-JT）と現場での直接支援（OJT)を通じた人材育成ー

③支援体制の整備

 介護保険事業計画策定⽀援（北本市：計画策定業務を受託。川越市：委員としてデータ分析等を⽀援）
 地域包括ケア関連業務⽀援（志木市／北本市：協定を締結し，事業展開ほかの⽀援を実施）
 健康寿命の延伸に対する業務⽀援（加須市：協定を締結） など

②現場での直接支援

３．ネットワーク会議を通じた
「子どもの食支援活動」への支援について

8

1. 課題解決をしたい人（＝ニーズ側）、地域に何等かの貢献をしたいと思っている人（＝解決手段を有する側）
が交流できる「場」を用意すること（⇒場の提供）

2. 現場レベルで困っていること（地域ニーズ）を解決手段を有する側が知ること。逆に、どんな解決手段を有している
かを、ニーズ側が知ること（⇒相互理解の促進）

3. 課題解決に必要な知識やノウハウ、ネットワーク力を⾼めること（⇒解決力の向上）
4. 課題に関心を持つ関係者間でニーズや現状を共有し、解決手段を考えていくこと。また、具体的に展開していくこ

と（⇒プロジェクトの立上げと推進。地域単位での展開）

地域課題が多様化、複合化するなか、「多様な主体を交えながら、地域レベルで課題解決を図っていく力 （＝
地域課題解決力）」の強化が現在求められている。
本会議は、地域課題解決に関するニーズを有する人、解決手段を持っている人の交流を促進することを通じて、①

地域課題解決力を⾼める（知識向上、ノウハウ獲得など）とともに、②具体的な課題解決に向けた行動・活動
（＝プロジェクト）につなげ、その結果として、地域の課題解決に貢献すること（＝地域貢献）を目指す。

ゴール達成に向けて必要な4要素

本会議が目指すこと（ゴール）

「地域包括ケアを推進するためのネットワーク会議」が目指す姿と
ゴール達成に向けて必要なこと

Step1

場の提供

Step2

相互理解の促進

Step3

解決力の向上

（知識ベース）

Step4

具体的展開

図１．ゴール達成に向けた手順のイメージ

9

コロナ禍における会議の運営方法について

10

１．背景：コロナの影響で、多くの参加者を集めた研修会の開催は当面難しい。
２．方法：オンラインの会議に当面変更する（Zoomの活用）
３．メンバー：ネットワーク会議のコアメンバー＋αで小さくスタートし、テーマに応じてメンバーを変えていく。
４．頻度：毎週１回（定期開催）とする。参加も不参加も自由。
５．司会進行：川越が担当する。
６．内容：①現状報告、②プロジェクトのテーマ、③今後の進め方についてなど（随時変更）

第7回研修会（従来型）

オンライン会議の実施

食支援に関する

現状・課題の整理と対策の検討

11

埼玉県立大主催の地域包括ネットワーク会議

コア会議（埼玉県全域対象）
第２・第４金曜日の18時30分～19時30分

※ZOOMオンライン

地区会議（川口市対象）
第１・第３木曜日の18時30分～19時30分

※ZOOMオンライン

参加者：フードバンク埼玉、地域包括支援センター、生協、社協、医療機関、宗教
施設（寺社）、薬局、保育関係者、企業、学校関係者、⺠生委員・児童委員、難⺠
支援団体 など

埼玉県立大主催の定例会議（ネットワーク）
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 品質には問題がないにも関わらず廃棄されてしまう
食品・食材を、企業や個人から引き取り、必要とし
ている施設・団体等や生活困窮者へ無償提供する
活動を行っている。

 食品ロスを削減し、企業や個人の社会貢献を推進
することで、食品確保が困難な方々の役に立つとい
う新しい食のリサイクル形態。

 食料を単に提供するだけでなく、食料⽀援を通じて
人と人とをつなぐのが、フードバンク埼玉の活動です。

13

＜正会員（2017年4月現在）＞
埼玉県労働者福祉協議会
埼玉県生活協同組合連合会
埼玉県農業協同組合中央会
生活協同組合コープみらい
生活クラブ生活協同組合 埼玉
生活協同組合パルシステム埼玉
日本労働者協同組合連合会
特定非営利活動法人ＮＰＯ埼玉ネット
医療生協さいたま生活協同組合
埼玉県労働組合連合会
日本労働組合総連合会埼玉県連合会

フードバンク埼玉⇒支援団体への食材物流の現状と課題
フードバンク埼玉とは（※HPを一部改変）

物流の概念図 流通上の課題と対策
1. フードパントリーは一度に大量の物資が

必要なため、食材の安定調達が課題に。
その結果、継続開催も難しくなる。

2. 県内に保管拠点が3か所しかなく、FB埼
玉⇒保管拠点間の物流が課題に。

3. 保管拠点が少ない為、地元住⺠等から
提供頂いた物資を受け取れない。

●対策1：食材提供先の確保・拡大
●対策2：地域保管拠点の整備
●対策3：支援団体の活動支援と拡大・子ども食堂など

（浦和）

14

<対策１>食材提供先の確保・拡大
（埼玉トヨペットホールディングスとフードバンク埼玉の連携（2020年10月））

食料受領から配布まで

 埼玉トヨペットホールディングス（埼玉県さいたま市中央区）は20日、災害備蓄食品をフードバンク埼玉
（同浦和区）に提供した。同団体を通じて、ひとり親家庭などを支援するフードパントリーや子ども食堂な
どに提供され、活用される。企業などが備蓄する賞味期限の迫った食品を廃棄せず、簡単な登録手続きで受
領側に提供できる、県が8月から始めたスキームを活用。マッチング第1号となる。

 同社では、従業員約1800人の6日分の食品を備蓄・保管。4年ごとに更新をし、前回の2016年は従業員や顧客
に配布したほか、NGO団体を通じてラオスに寄付した。今回は海外への寄付分をフードバンク埼玉へ提供。湯
や水を加えるだけで食べられるアルファ米（100グラム）1200袋や缶入りパン480缶、おでん缶504缶などの食
品約480人分のほか、簡易トイレ2千個を贈呈した。

 埼玉トヨペット関連事業部の関口裕一部長は「食品提供を通じて地域貢献できることは意義がある。コロナ
禍で必要としている人のもとにも届けてほしい」と述べた。フードバンク埼玉の永田信雄理事は「フードパ
ントリーの団体はコロナ禍で昨年の倍に増加。食品を必要としている人がたくさんいる。提供いただいた食
品は種類豊富で、送り先の食生活はきっと豊かになるはず」と謝辞を述べた【埼玉新聞 2020.10.21】

15

<対策３ >支援団体の活動支援と拡大
（⽣活に困っている多様な方への食材・物資の提供へ）

対象 支援方法 課題

子どもと
その家族

 子ども食堂
 フードパントリー

 食材の供給元の確保
 保管拠点の整備
 保管拠点と⽀援拠点間
の配送

⾼齢者
 ⾼齢者が通う場所の活用
（薬局・シルバー人材センターなど）

 福祉拠点の活用
（総合福祉センター・社協など）

 場所の確保
 保管拠点の整備
 保管拠点と⽀援拠点間
の配送

外国人
 外国人が集まる拠点の活用（ベト
ナム寺院(大恩寺など)）

 難⺠⽀援センター等との連携
 拠点との連携
 FB埼玉⇒拠点間の配送
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第２部：パネルディスカッション 

 

  川越 雅弘（座長） 

佐藤 匡史 氏 

吉川 尚彦 氏 

古川 泰之 氏 

 

川越：それでは、シンポジウム「支援者をいかに支

えるか～子どもの食支援活動から考える～」のパ

ネルディスカッションを始めたいと思います。 

  最初に、シンポジストの方々を私のほうから紹

介します。日本こどもの居場所ネットワーク埼玉

支部事務局であり、川口こども食堂の代表をされ

ています佐藤匡史様です。次に、埼玉県生活協同

組合連合会の吉川尚彦様です。続きまして、埼玉

県福祉部少子政策課古川泰之様です。あとは、私、

埼玉県立大学の川越、4名でパネルディスカッショ

ンを進めていきたいと思います。 

  本日は、3つの論点でお話を進めていきたいと思

います。1点目は、支援者として活動をさまざまさ

れているなかで感じている課題について、もう一

度共有したいと思います。例えば、子ども食堂を

やっていく、フードパントリーをやっていく、フ

ードドライブ活動をやっていくなど、支援者とし

て行っている活動を実施する上での課題について

お話しいただきたいと思います。2点目ですが、こ

れら支援者を支援するために、さまざまな取り組

みをやってこられていますが、そのなかで感じて

いる課題について共有したいと思います。最後に、

こうした課題を受けて、今後どのような形で支援

者支援を行っていくのかについて、皆さんとディ

スカッションを深めていきたいと思います。 

  それでは、1点目です。支援者として様々な活動

を今までされてきたかと思います。そうした活動

を通じて感じておられる課題について、まずは佐

藤様からお話をいただきたいと思います。子ども

食堂をやってこられて、そして、子ども食堂がコ

ロナ禍で少しやりにくくなってきて、フードパン

トリーにだいぶシフトされているという状況下で、

さまざまな活動をする上で様々な弊害が生じてい

る。そうした今活動を行う上で困っていることに

ついて、もう一度お話しをいただければと思いま

す。それでは、佐藤様、よろしくお願いいたしま

す。 

 

佐藤：佐藤です。よろしくお願いいたします。 

  今年の頭からのコロナ禍で大きな変化があるも

のとしては、こどもの居場所づくりの活動の1回当

たりの開催コストが非常に大きくなっているとい

う点です。もともとはいわゆる子ども食堂みたい

な言い方でずっと続いてきている子どもの食支援

は、みんなで集まってみんなで食事をするという

ことで、例えばカレーライスを50人分作るといっ

ても、そんなにコストがかからなかったのです。

それをお弁当スタイルにして持って帰ってもらう

とか、あるいは、調理自体をやめようと。感染予

防の観点から調理をやらずに、食材そのものを持

って帰ってもらうってことになると、そこにカレ

ーライスの温かみみたいなものがなくなった分、

それなりの食材をちゃんと詰め合わせて差し上げ

ないといけなくなるので、そうすると、1回当たり

のコストが、5倍から下手をすると10倍ぐらいにな

ってしまうという、そういうことが実際問題起こ

っています。そういう意味で、今まで何とか自分

たちで持ち出し、もしくはご寄付で賄えていたも

のが、急激に運営資金が続かなくなっているとい

う、そういう状況が今生まれてしまっています。 

川越：そうすると、子ども食堂を行うときに必要な

食材量とパントリーを行うときに必要な食材量は

だいぶ違うということになりますね。 

佐藤：そういうことです。 

川越：そのためにも、必要な食材量を提供いただけ

る状況もつくらなければいけないということです

ね。現状では、コストもだいぶかかってきてしま

っていて、活動がしにくくなっているという状況

だということでよろしいでしょうか。 

佐藤：そういうことです。 

川越：なるほど。さて、子ども食堂の数は一時期か

なり増えましたよね。 

佐藤：増えました。埼玉県内でも400近くになってい

て、全国でも4,000近くになっていたところが、

2020年の2月以降は恐らく2割から3割ぐらいしか

再開できていないという状況が生まれています。 

川越：再開できない理由としては、今日お話し下さ

ったように、感染対策の困難さという側面もあれ

ば、コストの増加といった側面も含めて、なかな

か活動がしにくくなっているということですね。 
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佐藤：そうです。動きにくくなっているということ

です。 

川越：分かりました。では、次に、吉川様に伺いま

す。生協としては、子ども食堂、フードパントリ

ー、フードドライブなど、様々な取組をされてい

るかと思います。こうした活動を生協として行っ

ていく上で感じておられる課題があれば、お話し

いただけますでしょうか。 

吉川：主には、フードバンク、フードドライブの関

係になります。4年ほどフードバンクに関わって家

庭内の在庫を寄せるということはやってきており

ますけれども、その中で常設のフードドライブの

会場、拠点を徐々に増やしてきたわけです。当初

はイベントのときにやるというスタイルだったん

ですけれども、それから実際には常設にすること

によって組合員さんが持ち込みやすいというんで

すか、寄せやすい、いつでも行けるという状況を

作ってきたわけです。ただこの間の子ども食堂の

広がりやフードパントリーが埼玉でも大変広がっ

ていて。実はフードパントリーは、他の県の生協

さんに「埼玉ではフードパントリーって広がって

いるんだよね」と言うと、「それって何」って聞

かれるようなこともありまして、埼玉県の支援で

広がっているんだと思うんです。一方で、でも、

常設のフードドライブの拠点は、必ずしもそんな

に広がっているわけではないのではないかという

ふうにも思っていますし、生協自身でもなかなか

増やせていないんです。それはコスト、いろいろ

な問題があるわけですけれども、もともと身近に

ここに持っていけばいいんだねということが分か

りやすく増えていくということが必要なのではな

いかというふうに思っているのが、1点です。 

  それと、もともと生協が始めるときも、フード

バンクという言葉自体がさっぱり分からず、その

後フードドライブ、ドライブって何だということ

とかですね。今後は、市民の個人や、あるいは事

業者の参加を継続的に広げていくということで言

うと、常にこの活動の意味だとか必要性だとか、

そういう理解をできるような場面、学習の場面を

作っていくということが、とても大事かなという

ふうに思っています。今でもこの活動について残

念ではありますけれども、「それは個人の問題で

はないか」というような声もないわけではありま

せんので、常に活動の意味を理解したり、学習し

たりしながら、そして、でも、実際には身近に食

材を持っていける、それが何か役に立っていると

いう、そういう実感が持てるような取り組みにし

ていくということが課題かなというふうに感じて

おります。 

川越：1つだけ質問なのですが、生協のフードドライ

ブ活動は、組合員の方々から提供されたものを集

めていくといった形なのか、地域の方の分も集め

ていく形なのか、いかがでしょうか。 

吉川：それについては、基本私たちは自分たちの広

報媒体でイベント時でも、あるいは常設の拠点に

ついても、ここでやっていますよとお知らせして

います。生鮮品は基本は取り扱いませんので、そ

ういうことも伝えたり、こんな活動なんですとい

うことも伝えながらやっていますので、基本は組

合員向けではあるんです。でも、これだけ地域に

子ども食堂やパントリーが広がってきている中で

は、持ち込む方はもともと組合員ではなくても全

然構いません。ただ伝える手段が必要ですので、

そういった点は、子ども食堂やパントリーや拠点

が自分が住んでいる町だとどこにあるのかという

ことが見えるようになってくれば、人は動き出す

というか、持っていけるというふうになるのでは

ないかというふうに思います。そこは、生協の中

だけの取り組みではなくて、地域での連携という

ことが大事になってくるのではないかというふう

に思います。 

川越：フードドライブで集めた食材を、例えばフー

ドバンク埼玉に持っていくための配送の問題があ

りますよね。そのあたりはいかがでしょうか。 

吉川：そもそも物を動かすというのは、生協自身の

宅配事業がまさにそうですけれども、商品を仕入

れて保管し、管理し、運搬し、あるいは横持ちも

し、そういう一連の流れというのは、膨大なコス

ト、システム設計が必要なわけで、結局そこが大

きなハードルになるわけです。ですので、なかな

か常設の拠点が増やしにくいというのは、いった

ん受けてもそれを運ばなくちゃいけないというこ

とで。今は、同じ協同組合の仲間であるワーカー

ズさんとかが、運搬のところはやっていただいた

りしています。宅配になると、ものすごく費用も

かさみますので、そこがハードルとしてはありま

して、課題かなというふうに感じております。 

川越：拠点から拠点の間の配送を誰が担うのかとい

った問題ですね。 

吉川：当然車も必要になります。 

川越：そうですね。人だけでなく車の手配の問題、

そこにかかるコストの問題なども含めて、いろい

ろな問題が実は生じているというところかと思い

ます。そういった認識でよろしいでしょうか。 

吉川：はい。 

川越：ありがとうございます。従来の子ども食堂と

いう形態からフードパントリーなどの形態へとや

り方を変えざるを得ない状況になってきた。そう

したなか、食材提供の量を増やしていかないとい

けなくなってきた。こうした新たな課題が生じて
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いる実態が少し見えてきたかと思います。 

お二人には，支援者側のお立場から現状と課題

について話をいただきました。これら実践者のお

話を聞かれて、支援者支援の仕組みなどを今まで

作ってこられた埼玉県の立場として、どのように

感じられたかというところを一言頂けますでし

ょうか。古川さん、いかがでしょう。 

古川：今お話を伺いまして、まず民間の方が非常に

活発にやっていただいているなというのが、最初

の印象になります。 

  私たちの役割というのは、食材を提供したいと

いう方、あるいは運びたいという方と実際に必要

とされる方というのをおつなぎする仕事になりま

すので、その辺のネットワークもさらに強化でき

ればいいなというふうに今お話を伺っていて思い

ました。 

川越：その辺りのマッチングをどうするか。食材を

提供したい側と受けたい側、両者がいるわけです

ね。その間に立って両者をつなぐ役割というのを

やっていかなければいけないとなってくる。この

問題に対して、県としてどのようにやっていく必

要があるか、どういうことが県だとできそうかと

いうあたりはいかがでしょう。 

古川：今一番やらせていただいているのは、やはり

Facebookを使った情報発信になりまして、こちら

は基本的に毎日更新させていただいております。

そうすることで、読者の方からの注目も常に集め

ることができますし、あとは、意外と企業さんも

見てくださるので、そういった所から支援の申し

出をいただくというような形が、2020年もかなり

成功事例としてありました。それが例えばマスコ

ミに取り上げられると、また他の企業さんが取り

組むという、いいほうのスパイラルが発生します

ので、それをさらに拡大していただきたいと思っ

ております。 

川越：ありがとうございます。 

 第1点目の論点として、支援者の方々の活動を展開

する上での課題についてお話を聞いてきたわけで

すが、今のお話は、子ども食堂さん自身がどう自

分らの活動を広げていくかという話だったかと思

います。子ども食堂の実施者をみると、医療法人

系がやっている所もあれば、民間がやっていたり、

NPOがやっていたり、開設主体がいろいろですね。

もともと持っている機能がだいぶ違う可能性が高

いにもかかわらず、子ども食堂ということでひと

くくりになっているかと思います。有する機能が

異なる方々をつないで、お互いの共通課題の解決

やメリットの共有を図る観点からネットワークを

作る必要があるということで、恐らく子ども食堂

のネットワークを佐藤さんが作られてこられたか

と思います。こうした多様な子ども食堂をネット

ワーキングする上での課題、感じておられること

があれば、お話しいただけますでしょうか。 

佐藤：課題という点で言うと、やはりそれぞれの団

体の方々、活動されている方々の重視する思いと

いうのは微妙に違っていたりするので、子どもの

食支援というふうに一言で言っても、完全にイコ

ールではないと思っていまして。そういう意味で

は、緩やかにつながっていくという、そういうス

タンスが必要で、あくまでもネットワークという

のは後方支援、中間支援であって、統括するよう

なものではないという、そういうスタンスでずっ

とやらせていただいています。 

  あと、さらに言うと、やはりそこに公的な存在

が入っていただいているほうが、より皆さんの信

用も得られやすいですし。例えば子ども食堂団体

さん同士だったら、ある程度お互いのことが分か

っているので、そんなに問題は起こらないのです

けれども、そこに外から企業の方が入ってこられ

たりすると、やはり民間のネットワークというと

ころで若干本当に大丈夫なのかなというところの

不安もお持ちになられるケースもあって。そうい

う意味では、ずっと川越先生の下でやらせていた

だいている埼玉県立大学が主管でいると。あるい

は、埼玉県と連携、協力させていただいていると

いうところをちゃんと前に出すことで、企業の方

も、単に1団体に対して特定の利益供与をしている

みたいなふうに見られるのは非常に弊害がありま

すので、あくまで公的な存在に対して支援をして

いるという、そういう形を見せるために、そうい

う公的な機関と連携するネットワーク作りが必要

なのかなというふうに思っています。 

川越：あと、子ども食堂がどこにあるのかといった

情報は、マッピングされたりして拝見することが

ありますが、それぞれの子ども食堂がどういった

人を対象としているのか、どんなことを具体的に

行っているのかなどの情報に関しては十分ではな

いようにも思いますが、このあたりはいかがでし

ょうか。 

佐藤：あると思います。そこをずっと丹念にやられ

ていらっしゃるのが、むすびえさんとか、そうい

う東京の全国をカバーされているネットワークさ

んだと思うのですが、そこも情報をちゃんと拾っ

て日々アップデートしていくためには、事務局が

必要になってきてですね。事務局をつくれるネッ

トワークってそんなに無くて、私たちも日々自分

たちで何とかやっているような状況で。ですので、

ネットワークを形作った後に、そこからちゃんと

組織化していくというところまでには、もう1ハー

ドルあって、事務局をちゃんとつくれる、事務局
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を回していくための人件費をちゃんと工面できる

というところが、次の多分課題になるのかなと思

っています。 

川越：そうすると、各々の子ども食堂が持っている

共通の必要要素、例えば事務局、事務局機能です

ね。それを個々の子供食堂が持つというのは現実

難しいので、ネットワークの中の事務局がそこを

カバーしてやっていく形をつくっていかないとい

けないと。 

佐藤：そうです。事務局をいろいろなネットワーク

でシェアできる仕組みがあれば、非常に有効なの

かなとも思います。 

川越：なるほど。ありがとうございました。 

 では、吉川さんに伺います。生協さんという組織

には、購買生協と医療生協がある。さらに、埼玉

県の場合は、購買生協の中もいくつかの組織にわ

かれているわけですね。県の連合会は、各組織の

活動を束ねるお立場かと思います。医療生協の取

組、購買生協の取組を総合化していくという点で

感じておられる課題があれば、お教えいただけれ

ばと思います。 

吉川：生協連そのものは、指導性というよりは情報

交換だったり、あるいは交流だったり、学習だっ

たりという、共有と共通認識を作っていくという

のが主な役割ですので、そういうことをやってい

ます。ただこの間は、医療生協さんのやっている

多世代型の食堂から少し食材が足りないというよ

うな、そういうSOSがあった場合に、ハブの機能と

して、われわれとつながっている所に発信をした

りというようなこともさせてもらっているという

ことであります。 

  先ほどのテーマとも重なるかと思うのですが、

課題認識ということで言うと、実はフードバンク

埼玉には主だった生協が入っているわけです。あ

と、協同組合も入っているんですけれども、実際

には会費で運用をしていまして、それはそんなに

大きな額ではないわけです。ただ去年から今年に

かけて募金の募集をしたんです。そうしたところ、

会費と同じぐらいの金額が集まってきまして、そ

れで、今拠点に倉庫を借りたりということをやっ

ているわけです。支援の形って、われわれもそう

ですが、助成金という形での支援もしていますの

で、食材・食料品だけではなくて必要な費用もあ

りますので、お金で参加できるという方もいらっ

しゃると思います。そういう点では、フードバン

クへの支援ということで言うと、そういう呼び掛

けであったりですね。先ほどの報告で、キャンペ

ーンと言ったら食品ロス削減と併せてそういうこ

ともちゃんと社会に発信をして、いろいろな参加

の形が、支援の形があっていいと思いますので、

そういうことを募っていくということも大事かな

と思います。 

  あと、子ども食堂さんなりフードパントリーさ

ん、あるいはフードバンクからお渡しする方たち

はどういうニーズがあるのかとか、こういうとき

にはこういうものが出るよとか、活動を積み重ね

ていく上でそういうこともだんだん分かってくる

ようになっていくことも必要かなというふうに思

います。ハロウィンのときとかクリスマスのとき

には何らかそういうものをお渡ししたいとか、あ

るいは、自分のお金で買ってみたいというか、そ

れは普通のことだと思うんです。選んで買いたい

という。それは、先ほどのお金の支援にも絡むわ

けですが、そういう生身の支援というんですか、

そういうこともできたらいいかなというふうには

思います。 

  私の出身のコープみらいという生協が、高校生

向けの返還不要の奨学金をやっていまして、奨学

金を受けている高校生から便りが届くんです。そ

の中には、例えば月1万円で電子辞書を買いました

とかというのを読むと、そうやって自分で考えて

自分で何かを手にしてという、そういう営みって

とても大事だと思います。そういう意味で言うと、

まだ課題はあるなというふうには思います。 

  生協の活動の中では、取り組みの中でそういう

気付きだとかヒントだとか、あるいは、それを生

協同士が共有して、何ができるかということを考

えることが大事かなというふうに思います。少し

長くなってしまいました。 

川越：ありがとうございます。支援者を支援する取

組の一環として、今ご紹介いただいたような募金

活動や奨学金の支給なども実施されているわけで

すね。 

さて、必要な人に必要な食材が適切に提供され

ることが重要かと思います。そうすると、支援を

受けたい側がどういったものを必要とされてい

るのか、こうしたニーズに合わせて食材を提供し

ていかないと、そこでまたロスが生じることもあ

るのかなと思いますが、今おっしゃったことはこ

のあたりの話ですよね。 

吉川：そうです。ですから、当初子ども食堂が始ま

った頃に個々の食堂さんから生協に直接話があっ

て、そのときはコミュニケーションを取りながら

幾つか個別にも支援させてもらいましたけれども、

どういうものが必要なのかということが先にある

んだと思います。フードバンクは、本当に調理も

できないぐらい大変な方向けの部分もありますの

で、火を使わなくてもできる、そういう食材が中

心でしょうし、子ども食堂さんは調理もできます。

フードパントリーさんだと、お渡しして勝手に持
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ち帰ってという。それぞれ違いはあるんだと思い

ますので、そういうことを把握して、できる限り

それにフィットした形で、今こういうのが欲しい

ですよと。 

  今年は、実はお米は結構拠出されているんです

けれども、それはベースとしてはとても大事です

が、お米だけというわけではありませんので、生

鮮品も含めてどういうふうにつなげられたらいい

のかなというのが、課題としてはあると思います。 

川越：そうですね。子ども食堂の関係者を交えたネ

ットワーク会議でも、いろいろな取組をやってお

られる方々から、こういうものを実は欲しがって

おられるので何とかしたいという意見も出されて

いました。医療生協さいたまの老人保健施設みぬ

まで行われるパントリーでも、時期的なことも関

係してか、お肉なども提供したいという話があり

ましたね。 

佐藤：ありました。 

川越：そのあたりも1つの課題ですね。ニーズが変わ

ってきている印象を受けておられますか。 

佐藤：圧倒的に多い要請が、白米なんです。お米が

一番使いますし、あと便利ですということで。 

  あとは、乳幼児のお子さんがいらっしゃるご家

庭とかは、紙おむつとか、あとはミルクとか、そ

ういったもののニーズもすごく増えてきていると

思います。 

川越：そうですね。もしかすると、子ども食堂とい

う形態からスタートしたものがパントリーに変わ

る一方で、コロナにより生活困窮者が結構増えて

きている状況ですので、欲しいと思っておられる

ものも少し変わってきているのかもしれないわけ

ですね。 

佐藤：そうです。 

川越：県のほうでは、物流を整備されたり、いろい

ろな関係者をネットワーキングされたりしてこら

れたわけですね。一方、コロナにより、周辺環境

もだいぶ変わってきた。こうした状況下で、これ

までの仕組みを手直ししなければならないので

はないかと思います。今までの話を聞かれて、従

来の支援についてここは良かったんじゃないか、

ここの部分はもう少し見直していこうなど、感じ

ておられることがあれば、お話しいただければと

思います。 

古川：子ども食堂の関連、フードパントリーを含め

て取り組みの良かったところというのは、やはり

民間の方の自主的な発想で、民間の方の力で実現

できているというところです。例えばニーズの話

なんかも、それぞれ県にも南北東西特徴がござい

まして、それぞれニーズって違うと思うんですよ

ね。それを支援してくださる企業の側のほうも感

じていただいて、さまざまな形で先ほどのネット

ワークを通じて支援していただいているので、こ

の形はまず1つ良かったかなというふうに思って

おります。 

  1つの例としては、ニーズとは少し離れてしまう

のですけれども、先日明治安田生命さんでフード

ドライブをされていたものを子ども食堂さんにお

渡しした所にわれわれも合同でお渡しさせていた

だいたのですが、そのときに食材だけではなくて

色紙を書かれていたんですね。寄付をされた、集

めた明治安田生命の社員さんが色紙を書いてくだ

さっていて、それはまさに支援者支援ではないで

すけれども、「子ども食堂の運営を頑張ってくだ

さい」というようなメッセージが多数寄せられて

おりました。それは、本当にわれわれというか、

普段だと食材を渡しておしまいというところが、

そういった所にまで気が及ぶというのが、民間の

方ならではだということと、また、あとは、書い

てあったメッセージにわれわれも非常に感動させ

ていただいたところです。 

  課題としては、やはり今はどうしてもまずはコ

ロナになってしまうんだとは思うのですが、いか

に継続していくかというところになると思うんで

すね。それを、佐藤さんの先ほどの話だと、量が

どうしても今は足りないという話を頂きましたが、

細々とでも、例えば1年でも2年でも継続して支援

してくださるというような方も必要だと思います

し。その辺をとにかく今は続けていくということ

を優先としたスキーム作りというのが、課題なの

かなというふうに思っております。 

川越：こうした支援を受ける方々のニーズも、多分

地域性もあるし、時期的なものもあるし、だんだ

ん変わっていくでしょうね。そうなると、そうし

たニーズに応えられる企業の方々が提供できるも

のも変わってくるのではないか。そうであれば、

企業の業種の幅を広げていくこと、単に食材だけ

ではなくて、衣服であったり、生活用品であった

りとか、いろいろなものが必要になるのかもしれ

ないですね。多分そうしたネットワーキングも、

今後やっていくようなことになっていくのでしょ

うか。 

古川：実際に食材と言えば食材なんですけれども、

例えばミルク。粉ミルクを寄付してくださる企業

さんなんかもございますし、こういった状況です

ので、マスクを寄付していただいた方なんかもお

られますので、まずそれをしっかり子ども食堂さ

ん、フードパントリーさんにおつなぎしたいと。 

  われわれとしては、基本的には頂く立場ですの

で、ニーズを捉えるというのはもちろん大事なん

ですけれども、やはり寄付したいという思いを確

－　　－72



 

 

 

実につなげることのほうがわれわれの立場として

は今は大切なので、今はそれをメインに活動させ

ていただいております。 

川越：まずは入り口を広げて、提供したいという方

々の思いに応えていくという点と、一方で、利用

者の方々のニーズも聞きながら、それに合わせて

どう配分をしていくのかという点が課題かもしれ

ないですね。 

古川：それはございます。とにかくこのこどもの居

場所づくり活動というのは、持続可能というとこ

ろで、究極のSDGsであると思うんです。それは、

食材を無駄にしないということにもなりますし、

あとは、子ども食堂がつながっていくことで教育

力の向上にもなります。そういった意味で、うま

くニーズを捉えておつなぎできるように頑張って

いきたいと思っております。 

川越：ありがとうございます。 

 では、3点目に入っていきたいと思います。支援者

の支援の今後の在り方についてです。最終的なベ

ストな形というのは、多くの食材ないし物資が提

供される状況が作られること、それらを集めたと

ころから地域の多くの拠点に配送され保管される

こと、近くの保管拠点に各市町村等の支援者が食

材を取りに行って、直接支援を行っていく。そし

て、支援者側は利用者のニーズを聞きとって、こ

うしたニーズ情報が提供元に伝わって、必要な物

資とのマッチングがきちんと行われていくことが、

県内全域で展開できること。これが最終形態かも

しれないですね。地域拠点がたくさんできれば、

物流コストも減っていくし、逆に言うと、渡さな

くても取りに来てもらうという形も取れるかもし

れない。各市町村の住民が近い所に提供したいと

いう思いに応えられる状況が作れるかもしれない。 

  フードドライブのような集める形態から、個々

の人が物資提供をする形態に代わっていくという

のが、最終的には目指しているところかもしれま

せん。多くの支援拠点を作るとなると、恐らくこ

うした地域展開の形を構築しないと対応できない

のではないかと思います。 

これまでの取組で、県全域での仕組みはできた

けれども、これを市町村単位まで下ろしていくと

いったときに、現行の仕組みをどのように発展さ

せられるかが、これから結構大事なポイントにな

っていき、入口と出口がそろっていないと、多分

継続性が保てないのではないか。こんな話かと思

うのですが、最終的にこうしたものを実現してい

くとした場合に、まずはこの辺をクリアしていく

必要があるのではないかとか、こういったところ

からまず取り組んでいくべきなのかななど、少し

考えておられることがあれば、お伝えいただけば

と思います。佐藤さん、いかがでしょうか。 

佐藤：今現在進めていることの整理になるのですが、

やはりネットワークづくりを促進していくと。そ

の際に、先ほども申し上げましたように、公的機

関と一緒にできるだけ連携を取れるようにする。

そうすることによって、多様な関係者の方々がネ

ットワークに入りやすくなってくると思いますし。

やはりネットワークの中で例えばスーパーマーケ

ットが1社入ってくださったとして、何十カ所のフ

ードパントリー、子ども食堂がそのスーパーマー

ケットさん1社に毎回お願いするというのは、それ

はすぐに限界が来てしまいますので、できるだけ

広く1回当たりの支援の量は少なくてもいいので、

言ってしまえばローテーションみたいな形で、で

きるだけ広い範囲に協力者を得ていくと。そのた

めに公的な存在感を出していかなければいけない

というところで、今川越先生のほうと一緒に進め

させていただいている活動というのを地道に続け

ていくことが、そういうゴールの方に向かう方法

になるのかなというふうに思います。 

  一方で、もう1つ少し感じているのが、これは真

逆の話になるのですが、今までコロナの前は、あ

くまでも民間の草の根運動だったと思うんです。

民間の人たちの有志の人たちが集まって、何か自

分にもできることがあれば目の前の子どもたちに

何かをするという、そういう民間ボランティアの

あくまでも活動だったと思うんですけれども、こ

のコロナによって、その支援対象の方々というの

が一気に広がってしまって、民間の運動から公的

支援の領域に半分足を踏み込んでいるような実感

になるときがあるのです。 

  例えばあるフードパントリーをやられていらっ

しゃる所が、近隣の保健センターさんのほうから、

生活保護を今申請中の世帯に対して、その申請ま

での1週間の間のつなぎの食材を提供して欲しい

って、そういう要請があったんですね。それは、

前からフードバンクさんとかがずっとやられてい

らっしゃったんですけれども、民間のフードパン

トリー、あるいはフードドライブがその機能を担

うようにもなってきているということで。要は、

言いたいことは、そこまでいくと、やはり公的機

関の役割を民間が担っているという、そういう話

にもなるので、あまりそこまで責任感を負い過ぎ

ると、自分たちがつぶれてしまうかもしれないと

思います。なので、開催頻度に、必ずしも毎月や

らなければいけないというところにずっとこだわ

って活動が疲弊していくのであれば、開催頻度を

少し落としてでも細く長く続けていくというよう

な。古川さんがさっきおっしゃったように、とに

かくやめないということを重視するべきだと思っ
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ていて。開催頻度を落としてでも長く続けていく

ということをしている間に、何か次の出口が見え

てくるのではないかというふうに感じています。 

川越：逆に言うと、今は食の支援をやっていく中で

かなり困っておられるご家庭が分かってきたとい

うことですね。 

佐藤：そうですね。 

川越：居場所を確保する、一緒に食事を食べるとい

ったことから、支援が必要と思われる家庭が見つ

かる場合がある。その家庭が医療の問題を抱えて

いるとしたら、その問題に対応できるところ、要

は医療とつなげないといけない。こうした状況が

実は生じてきているというのが現状だということ

ですか。 

佐藤：そういうことです。むしろ食材をその日にお

渡しすることよりも、公的支援にきちんとおつな

ぎすることのほうが重要なケースも見えてきてい

るということだと思います。 

川越：そういう意味では、子供食堂の役割が広がっ

てきて、公的な所とのアクセス確保の問題、そう

した場所を紹介し、つないでいくというところも、

役割の1つに入ってきていると。 

佐藤：入ってきてしまっていると思います。 

川越：なるほど。分かりました。 

 古川さんは県の少子政策課の方ですので、子ども

の領域について考えていくという話になりますが、

仮に子どもの領域から入ったとしても、両親や家

庭全体というのも当然意識せざるを得なくなって

くる。その家庭をどう支えるかの観点で考えると、

健康の問題であったり、生活困窮の問題であった

りが出てくる可能性がある。問題の領域が広がる

場合、なかなか1つのセクションだと対応しにくい

部分も実はあるかと思うのですが、そのあたりは

いかがでしょうか。 

古川：今まさに佐藤さんがおっしゃっていたように、

あまり負担が重くなり過ぎて続けられなくなって

しまうというのが一番危惧されるところですので、

例えば分かりやすいところで言えば、虐待ですと

か、または生活保護の水準の所得しかないとかと

いう方がおられれば、それは民生委員さんですと

か、市なら市の役所の方ですとかに早めにご相談

いただくことが必要だと思います。そういった窓

口として、広く住民の方と触れ合っていただいて

いるというのは、すごく安心ではあるんですけれ

ども、あまり負荷の掛かる前にご相談いただけれ

ばありがたいかなと思っております。 

川越：逆に言うと、そういった別の領域の方々との

ネットワークも作っていかないといけないという

ことになるかもしれないですね。 

古川：ネットワークというか、恐らくそうなってく

ると、民生委員さんだとか市町村の社会福祉協議

会さんだとか、専門の方がおられると思うので、

そういった方との連携を密にしていく必要はある

のかなというふうには思いました。 

川越：そうですね。 

 今定期開催しているオンラインでのネットワーク

会議には、地域包括センターの方とか社協の方、

民生委員の方も一部入っていますが、こうした方

々とつながっていく状況を作っていかないとなか

なか対応が難しいかなと感じておられますか？ 

佐藤：思いますね。特に包括の方々って圧倒的なネ

ットワークをお持ちで、私たちが民間でずっとや

って1年と2年かかっていたことを1カ月ぐらいで

達成できてしまうという、そこはすごい。包括も

公的な機関だと思うのですが、社協さんもそうで

すし、あるいは準公的機関として医療機関さんも

入っていると思いますし、生協さんもそうだと思

うのです。ですので、そういう公的、準公的機関

の方が入ってくださることで、ネットワークが飛

躍的に機能が強化されていくので、そこは本当に

ありがたいですし、その方向をこれからも進めて

いけたらというふうに思っています。 

川越：今までは子ども食堂関係者間のネットワーク

であったものが、公的な役割の一部も担うような

状況になってくると、少しそういった部分に慣れ

ておられる所と組まざるを得ないということにな

りますか。 

佐藤：そうです。組むしかないというかですね。自

分たちだけだと、本当に限界がありますので、そ

ことは何としても連携させていただけたらと思っ

ています。 

川越：今まで、地域包括支援センターの方とつなが

ることはなかったですか。 

佐藤：つながれなかったです。つながりたかったん

ですけれども、なかなかそこにアクセスするのが

難しかったです。 

川越：様々な関係者が集まる会議体があり、そのな

かで地域包括支援センターなどの関係者と交ざっ

ていくことができれば、相談もしやすいみたいな

話になってくるということですね。 

佐藤：そういうことです。 

川越：なるほど。分かりました。 

 吉川さん、生協という組織は、医療法人や医療機

関もお持ちだし、生活を支える組織もお持ちです

よね。生協というのはいろいろな力をお持ちだと

いう感じがするんです。佐藤さんから、生活困窮

であったり虐待であったり、いろいろな問題を抱

えている家庭を見つけたときにどう対応していい

か困っておられるという話がありましたが、この

あたりの問題に対し、生協だと何ができるか、ど
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ういったことがやれそうか、こういったことをも

っとやっていかなければいけないなど、感じてお

られることをお話ください。いかがでしょうか。 

吉川：最初の問題提起の出とか入りのバランス、量

だとか、物資を運ぶ、運搬する物流的な、なかな

かそれをシステムとして構築するというのは、難

易度が高いことなのではないかなというふうに思

います。物の拠点も寄せる拠点も、出ていく拠点

も動きますし。ですので、私たち生協の活動は、

いわゆる共助の世界になるわけですが、共助の世

界って、基本的には何かそのことを知ったり、何

かを感じて、自らの意思としてそういうことをや

ってみたい。そのことにしかも社会的な意味とい

うか、求められるものもあり、かつ自分たちなら

できるというつながりなどを生かしながらやって

いけば、自分たちでもできるねって、この3つだと

思うんです。 

  だから、それをどうやって維持していけるかっ

て考えたときに、行政はこの数年すごく大きな役

割を私は果たしていると思うんです。それは県域

レベルの子ども食堂にしてもフードバンクもそう

ですが、要するにネットワークが埼玉にはあって、

そのことの存在ってとても大きいと思うんですけ

れども、ただ残念ながら物資の流れで言えば、フ

ードバンク埼玉が、浦和とか幾つかに拠点を持っ

ていて、その距離がとても長い。長ければ長いほ

どコストもかかる、身近な所になかなかどこにあ

るか分からないということからすると、その県レ

ベルのネットワークはできてきました。そうする

と、市町村なり、そういう単位での実際に見える

関係の中でのネットワークを、どういうふうに県

域の団体とかが後押ししていけるかということは、

行政を含めて、大きいのではないかなというふう

に思います。 

  子ども食堂のネットワークにしても、パントリ

ーのネットワークにしても、フードバンクにして

も、人も重なっているわけですけれども、そこで

の課題の出し合いだったりとか、あるいは何でも

そうですが、生協もそうなんですけれども、埼玉

は「何でもやるのは浦和ばかり」と言われたりも

するんです。なので、西のほうはどの辺にまずそ

ういうネットワークをつくっていこうかとか、そ

のことに向けて生協は何ができるのとか、そうい

う段階に入っているような気がします。すごく難

しい難易度の高いシステム構築するよりは、地域

ごとに見える関係の中であそこはこの辺でやって

いるから、そのときに持っていけば。冷凍庫や冷

蔵庫の保管自体も、今の事業者さんに、やってい

だいている所は、それの管理も含めて結構大変な

ことなんだと思うんです。それをすごく広げてい

くと、なかなかあまりイメージが持ちにくい。そ

れよりは、例えば家庭菜園から出る持って行き場

のない野菜も、結構家庭ごみとして丸々捨てられ

ている現実もある中で、そういうものをここに持

っていけばいいかなというような、そういうもの

を地域の中で作っていくほうが現実的なのではな

いか。 

  そこには、民間だとかの共助の力と、そのネッ

トワークをつくっていったり、ネットワークを持

続化していく上では、市町村なり行政の力が要る

のではないかなというふうに少し感じます。 

川越：なるほど。県レベルでネットワークをいろい

ろつくってきて、そこの仕組みはできたけれども、

これを市町村単位まで広げていって、市町村単位

レベルのネットワークができてきたら、物流コス

トも下がってきてという今のお話は、結果として

そうなるということですよね。 

吉川：あとは、あっちが足りないとか、そういう情

報が共有化されて人が動く、あるいは事業者が動

くという、そういうことが大事なのではないかな

というふうに思います。 

川越：県レベルのネットワークから市町村レベルの

ネットワークへと展開するとなると課題もだいぶ

変わってくると思いますが、そのあたりはいかが

でしょう。 

古川：まず今皆さんがご指摘いただいたことという

のは、非常に大事な課題だなというふうに県でも

捉えております。 

  県の今年の活動としては、子ども食堂フォーラ

ムというのを開催しているのですが、例年さいた

ま市でそれこそ大規模なのをやっていたのが、今

回はまず県内4カ所で実施させていただきました。

そうすることによって、それぞれの場所に近い所

の市町村の方も来ていただけますし、何より開催

市の方に協力・後援をいただくことで、市だけで

はなくて市の社協さんですとか、地元の企業さん

が、要は観客として来てくださるんです。そうい

った中で自然発生的に、例えば子ども食堂フォー

ラムで登壇された方と懇談されたりということで

ネットワークもできてくるので、そういった活動

をやらせていただくのがいいのかなというふうに

今お話を伺っていて感じたところです。 

川越：あと、少しハードルがあるかもしれませんが、

それぞれの市町村単位でネットワークを作ってい

くというところへの県からの支援というのも、も

しかしたら必要かもしれないですね。 

古川：それはまた新しい課題となります。市町村で

も温度差がありますし、子どもの居場所に対する

考え方もいろいろあると思うんですよ。それぞれ

の地域に応じた支援ができればいいなというふう
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に思っております。 

川越：佐藤さんのほうから、いろいろな企業が集ま

っていくときに、公的色合いがあるところがどこ

かに1カ所あって、そこにいろいろなことを相談し

に行く形が作れればよいという話がありました。

県、あるいは県と当大学が一緒に組んで、県は仕

組み作りに、大学は機能強化に関わっていくとか、

機能補完しながら一緒にやっていくような形がと

れれば、そこに企業も相談しに行きやすくなる。

自治体も相談しに行きやすくなるという組織体が

できればいいのではないかというのが、佐藤さん

のご意見だったのではないかと思いますが、その

あたりはいかがですか。 

古川：理想的な形として、1つの形としてはあるのか

なというふうにはもちろん感じております。ただ

とにかく今は、コロナにまず打ち勝たなければい

けないということ、あとは、先ほどちょっと吉川

さんのほうからも家庭菜園の話なんかも出ており

ましたが、まずは無理に例えば寄付をしようとか

助けようとかってしていただくのではなくて、自

然と余ったものがつながっていくようなスキーム

とかというのも必要だと思っていますので、まず

はそういった取り組みのほうを重視したいかなと

いうふうに思っています。 

  その上で公的な側面、必要が生じた場合は、や

はり今段階ではまずは専門家におつなぎいただく

ほうが、生活困窮にしても、例えばですけれども

虐待にしても、あとは介護が必要な単身の高齢者

がいますというような話でも、皆さんが専門家に

つなげていただくのが、現実的には一番子ども食

堂さんなんかの負担にもならないかなとは思って

おります。 

川越：そうなると、最終形態の絵姿をみんなで共有

しながら、どこの部分からアプローチをするか。

あまり無理をしない形で作らないと継続も多分で

きないので。 

古川：まずそこです。 

川越：できるところからまずはやっていく。ただし、

いずれ市なのか、もう少し広域なのかは別にして、

いくつかのエリアでそれぞれの取組を展開してい

く。それと並行して、いろいろなことを相談でき

る公的な場所を作って、そこに企業や自治体も参

加しやすい状況をつくっていく。そういったもの

をどういった所から手を掛けながらやっていくか、

どこがやっていくかというところが、これからの

もしかしたら課題かもしれないですね。 

古川：そうですね。 

川越：ありがとうございました。今日はいろいろな

立場の方に参加いただき、それぞれ今どういう状

況にあるのか、何に困っているのか、どういうふ

うにしたらいいと思っているのかなどをお聞きし

ました。立場が異なりますので、それぞれお考え

も当然違いますよね。そうしたものを出し合うこ

とで、いろいろ化学反応も起こってきていた部分

があったかと思うのですが、最後に感じたことで

も結構ですし、今後こういったことをやりたいと

いうことでも結構ですので、一言ずつ頂ければと

思います。まずは佐藤さんからいかがでしょう。 

佐藤：本日のこういうディスカッション自体が、1つ

のネットワーク形成なのかなというふうに思いま

す。非常に多方面からのいろいろな取り組みだっ

たり、考えをあらためて勉強させていただきまし

たので、非常に役に立ちます。ありがとうござい

ます。 

  もう1つ、先ほど申し上げた公的性質というとこ

ろで、民間と公的な顔というのは、こういう活動

の中でうまく使い分けていく必要があるのかなと

いうふうにも思っていて。やはり子ども食堂が急

速にこれだけ広がった1つの理由として、なかなか

お役所の窓口に行きづらいという、そういう一部

の人たちの声があって。であれば、身近な民間の

子ども食堂さんのほうに行って、そこで仲良くな

って、そこから公的支援につながるという、そう

いう側面もあったと思うんです。一方で、企業さ

んなり、もう少し広い範囲の関係者の方々に一緒

に入っていただいて巻き込むためには、公的な側

面も必要だということで、そこはやはりうまく両

面を使い分けて、公的ないいところと民間のいい

ところをうまくバランスさせていくという、そう

いう取り組みが重要になってくるのかなというふ

うに本日改めて思いました。 

 ありがとうございます。 

川越：では、次に吉川さん、いかがでしょうか。 

吉川：今日はどうもありがとうございました。この

子ども支援の関係のネットワーク会議も、実は県

生協連ではなくて、コープみらい、パルシステム、

医療生協、各生協がそれぞれ参加をしていたのが

始まり、きっかけでした。ですから、県生協連は

遅ればせで参加してきたわけですが、今ご質問の

どういう状況にあるかということで今日交流をさ

せていただいたわけです。実は、そのどういう状

況にあるかということ自体が、なかなかこれは変

化もありますし、手のひらに乗りにくいのをどう

いうふうに手のひらに乗せていけるのかなという

ことが、本当に大事なのではないかなというふう

に思っていまして。それぞれの県域レベルのネッ

トワーク同士の情報交換なり、共有なり、あるい

は共通課題認識の中で、その中でそれぞれの組織

が何ができるか。生協で言えば、例えば所沢のほ

うで少し何かを作りたいということであれば、当
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然そこに住んでいる組合員のリーダー層の皆さん

に、こんな話が出ていますとか、こんなニーズが

あってというようなことを発信するということな

んだと思います。本当に今日のことを機会にそう

いうネットワーク同士の情報共有の場を作ってい

くことが、県生協連の役割でもあるかなというふ

うに感じました。本当にありがとうございます。 

川越：最後に、古川さん、いかがでしょう。 

古川：まずは、このような機会をつくっていただい

て、どうもありがとうございました。 

  あらためて実際に子ども食堂を運営されている

佐藤さん、それを支援されている吉川さん、それ

から、それを学術的な面で捉えていただいている

県立大学さんからお話を伺いまして、まず非常に

勉強になりました。今日一番感じたのは、やはり

われわれはもちろん本当に微力なんですけれども、

全力を尽くさせていただいているつもりではある

のですが、やはり実際に現場の方の声を聞いてみ

ると、今のニーズの話ですとか公的な部分の話で

すとかを生で聞くことで、われわれも今後の施策

に生かせると思いますので、今日お聞きしたこと

を持ち帰って整理して、今後に生かしていきたい

と思っております。 

 どうもありがとうございました。 

川越：パネルディスカッションでもいろいろなご意

見が出てきました。少しだけ課題を整理したいと

思います。子どもを支援したいとか、一緒に食事

を食べるような状況をつくってあげたいといった

思いからスタートした子ども食堂が、どんどん広

がっていった。広がっていったのは、自由度が高

く、自分らの思いを実現したいという人がいて、

あまりコストをかけずにできる状況があったから、

子ども食堂という形態が広がっていったのではな

いかということが、今日分かったところだったと

思います。 

  ただ広がっていくと、少しずつ公的色合いを帯

びざるを得なくなってくると。そこに参加をされ

ている方のなかに、いろいろな課題を持っている

家庭が見えてきたりしてくる。そうすると、課題

解決ができる誰かとつなげなければと思うように

なってくる。そうすると、今までは仲間同士で自

主的にやってきたものが、地域にある公的ないし

準公的な組織や人とつながる必要が出てくるが、

実はそうした方々を知らないし、つながり方もよ

くわからない。だから、課題解決が図れる人と顔

を合わせる場所と関係性構築が必要になる。ただ、

こうしたことはそれぞれの地域で展開しないとい

けない。だから、県全域ネットワークも必要です

が、プラス市町村単位、エリア単位のネットワー

クづくりも必要になってくる。支援者同士のネッ

トワークの動きは束縛しないまでも、異なる支援

者同士のネットワークがあまりつながっていなか

ったりするので、お互いに何をして何に困ってい

るかを情報共有しながら、それぞれの個々のネッ

トワークの活動と併せて、横のネットワークを作

っていく。もっとお互いが楽になるとか、より良

いものが作れるような横のネットワークのつなが

りをつくっていくといったところも、課題として

出てきたのではないかなと思います。こうしたこ

とが、今日の話のポイントではなかったかと思い

ます。 

  民間主導で広がってきた子ども食堂のような活

動と公的組織との連携をどう図っていくのか。逆

に、公的に進めたもののなかに民間主導の活動を

どう取り込んでいくのか。多様な地域の課題を解

決しようと思うと、民間と、準公的、公的レベル

の組織が顔の見える関係を作り、互いを知り、地

域課題解決といった目的のもとでそれぞれの役割

を果たしていく。各々が持っている力を総動員す

る仕組みと、それをつなぐ仕掛けを作っていかな

いと課題解決にはつながらないのではないかなと

いうことも、重要なご指摘であったかと思います。

皆さん、こういった課題認識ということでよろし

いでしょうか。 

佐藤：はい。 

川越：こうした課題を一つ一つ具体化し、関係者間

で共有し、課題の中で解決できそうなものからま

ずは一つ一つつぶしていくということがこれから

必要なことかと思います。こうしたことをやるた

めに、当大学では、多様な関係者が集まれる場と

してネットワーク会議という仕組みを設けたわけ

です。こうした場を使って、一つ一つ課題解決に

つなげていこうと思っています。ぜひ皆さんとも

ネットワークを組んで、情報共有しながら、埼玉

県内各市町村の地域課題の解決につなげていけれ

ばと思います。 

  以上でパネルディスカッションを終わりにした

いと思います。ありがとうございました。 

吉川：ありがとうございました。 

佐藤：ありがとうございました。 

古川：ありがとうございます。 
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２０２１年度の活動計画 





 

2021年度の活動計画 

 

１．プロジェクト研究の推進 

 １）継続２件のほか、新規２件のプロジェクトを実施する。 

 ２）プロジェクトの成果を埼玉県関係部署などに広報できる機会を設けるとともに積極的に意見交換を図る。 

 ３）第３期中期計画を反映した新規プロジェクトを検討する。 

 

２．国・県・市町村と連携した活動 

 １）「研究開発センターシンポジウム 2021」を年１回で開催、および「地域包括ケア推進セミナー」を定期

開催する。 

 ２）地域包括ケアマネジメント支援部門を介して、県内市町村の地域包括ケアの構築支援を図る。また、新

規事業獲得に向けた相談活動を展開する。 

 ３）「地域包括ケアを推進するためのネットワーク会議」を実施する。 

 

３．学内研究活動の支援 

１）外部研究費の獲得に向けた情報提供と相談活動 

  ・2022 年度文部科学省科学研究費の申請に関する説明会と個別相談会を開催する。 

  ・外部研究費情報の発信と申請支援 

 ２）研究支援ゼミナールの定期開催のほか、研究に関するセミナー類を情報提供する。 

 ３）「研究推進セミナー」を開催する。 

 ４）適宜、新型コロナウイルス感染状況に対応した研究活動制限の指針を見直す。 

 

４．その他 

 １）研究環境の整備 

  ・研究備品を計画的に更新する。 

  ・新型コロナウイルス感染対策に必要な備品や研究環境の整備を図る。 

  ・公私立動物施設協議会の基準に照らした動物実験環境を整える。 

 ２）保有する知的財産に関する管理体制を検討する。 
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表紙デザイン 

 

表紙制作者 酒井道久（埼玉県立大学名誉教授） 
 

埼玉県立大学を象徴する校舎の大きなガラス張りをモチーフにしました。立ち位置

を変えて異なる見方ができるように、そしてガラスに反射する光のように、様々な角

度からアプローチすることで新しい発想を得ることが研究につながることをイメージ

しました。 
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